
 
まちづくり３５の実行計画 

（平成 25 年 7 月 1 日～平成 29 年 6 月 30 日） 
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「“市民力”再発見！夢と未来を語れる ふれあいあふれるまち志木」を、新たなまちづくりのスローガンとして、３つの基

本理念のもとに、５つの行動指針と７つの柱を基本方針とする３５の実行計画の工程表を作成しました。 

今後は、この工程表にしたがって、事業を着実に推進していくとともに、内容に変更があった場合に随時見直しを行ってい

きます。 

 

３つの基本理念 

１．対話力を通じて、市民のみなさま、各種団体のみなさまと共に議論をし、積極的に意見交換をしながら、その声がしっかりと行政に

響く、しっかりと役所に届く志木市の実現 

２．超高齢社会をむかえ、志木市の将来を支える若者たちが、夢と未来を語り合いながら、志木市にずっと住みたい、住み続けたいと思

えるようなまちづくりの実現 

３．若者から高齢者の方々が、それぞれの知恵、経験を生かしながら、行政と共に汗をかき、ふれあいを感じられるまちづくりを実現 

 

５つの行動指針 ７つの柱 

１．「市民がもっと主役のまちづくり」 １．「市民力」が生きる協働のまちづくり 

２．「市民の役にたつ所の『市役所』への改革」 ２．待ったなしの市役所改革 

３．「市民に飛び込む政治姿勢」 ３．市民感覚、そして現場主義 

４．「志木市の魅力を発信し、そして循環する経済を」  ４．誰もが憩える快適な志木市に向けて  

５．「みんなの『いのち』、『子どもの未来』を大切にする」 ５．安心・快適・共生、ゆとりあるまちづくり 

 ６．地産地消、地元経済に元気・活気を取り戻す 

７．次代を担う志木っ子たちのために 



まちづくり３５の実行計画目次 
Ⅰ．まちづくり３５の実行計画総括表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

Ⅱ．まちづくり３５の実行計画工程表の見方・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

Ⅲ．まちづくり３５の実行計画工程表 
１．「市民力」が生きる協働のまちづくり 

№１ 密室議論の廃止（総務課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

№２ 事業仕分けの実施（政策推進課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

№３ 予算編成の公開（財政課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

№４ 市民力人材バンクの創設（市民活動推進課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 
 

２．待ったなしの市役所改革 

№５ 公益通報制度の再構築（人事課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

№６ 職員提案制度の再構築（人事課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

№７ 民間経験者の採用（人事課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

№８ 地域担当制の導入（地域推進室）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

№９ 証明書などのコンビニ発行（総合窓口課、課税課、政策推進課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

 
３．市民感覚、そして現場主義 

№１０ 市長との対話集会（秘書広報課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 



№１１ 市長通信簿の導入（人事課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

 

４．誰もが憩える快適な志木市に向けて 

№１２－① 世代間交流の促進（子ども家庭課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

№１２－② 世代間交流の促進（市民活動推進課、長寿応援課、子ども家庭課、生涯学習課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

№１３－ａ 道路環境の整備（都市計画課、道路課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

№１３－ｂ 道路環境の整備（市民活動推進課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

№１４－① 市民負担の軽減（課税課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

№１４－② 市民負担の軽減（子ども家庭課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２ 

№１５ スポーツ環境の整備（生涯学習課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２ 

 
５．安心・快適・共生、ゆとりあるまちづくり 
№１６－①ａ 高齢者の見守り支援（防災危機管理課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

№１６－①ｂ 高齢者の見守り支援（福祉課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

№１６－①ｃ 高齢者の見守り支援（長寿応援課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

№１６－② 高齢者の見守り支援（長寿応援課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

№１６－③ 高齢者の見守り支援（長寿応援課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５ 

№１７－ａ 市民の「足」の確保（福祉課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５ 

№１７－ｂ 市民の「足」の確保（都市計画課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６ 

№１８ 宗岡消防分署の設置（防災危機管理課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６ 

№１９ 市民病院の民間移譲（健康政策課（病院事業室））・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 

№２０ 歩行環境の整備（都市計画課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 

№２１ 対話による障がい者支援（福祉課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８ 



６．地産地消、地元経済に元気・活気を取り戻す 

№２２ 市内事業者の支援（産業観光課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８ 

№２３ 農産物販売ルートの拡大（産業観光課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９ 

№２４ まちのにぎわい創出（産業観光課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９ 

№２５ 企業誘致の強化（産業観光課、都市計画課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０ 

№２６ 庁舎の建替え（新庁舎建設推進室）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０ 

№２７－ａ 空き店舗・空き家バンクの創設（産業観光課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１ 

№２７－ｂ 空き店舗・空き家バンクの創設（環境推進課、建築開発課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１ 

№２８ 入札制度改革（総務課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２ 

 
７．次代を担う志木っ子たちのために 

№２９ 学童保育の年齢拡大（子ども家庭課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２ 

№３０ 放射能汚染の監視強化（環境推進課、子ども家庭課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３ 

№３１ 子ども医療費の窓口払い撤廃（子ども家庭課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３ 

№３２ 子ども医療費の完納要件の見直し（子ども家庭課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４ 

№３３－① 教育環境の充実（学校教育課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４ 

№３３－② 教育環境の充実（学校教育課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５ 

№３３－③ 教育環境の充実（学校教育課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５ 

№３３－④ 教育環境の充実（生涯学習課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６ 

№３４ 伝統文化の継承（生涯学習課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６ 

№３５ 子どもの未来に（学校教育課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２７ 



1

№ 取組事項 取り組みの概要 目標期間 担当課

1 密室議論の廃止 プロジェクトチームでの議論などを積極的に公開し、本当に開かれた行政を推進します。 1年以内 事務管理課

2 事業仕分けの実施
「事業仕分け」を実施することで、不要な事業を見直し、多くの市民が市の施策に意見を述べられるしくみを構築するとともに、必要な新規事業の財源を捻出し
ます。

3年以内 政策推進課

3 予算編成の公開 予算編成の過程を公開するとともに、新規事業についても、予算編成段階で市民の声を反映できるしくみを構築します。 3年以内 財政課

4 市民力人材バンクの創設 「（仮称）市民力人材バンク」を創設し、若者から高齢者まで、真の「協働」に向けて多くの市民の皆さまが行政に参画いただく機会としくみを作ります。 2年以内 市民活動推進課

5 公益通報制度の再構築 第三者機関を加えた調査を実施できるよう志木市版「公益通報制度」を再構築します。 2年以内 人事課

6 職員提案制度の再構築 職員提案制度を再構築し、将来を見据えたアイデア行政を推進するとともに、その内容を市民に向けてプレゼンテーションできるしくみを構築します。 2年以内 人事課

7 民間経験者の採用 民間経験者を市職員として採用することにより、組織の活性化、政策能力の向上を図ります。 1年以内 人事課

8 地域担当制の導入 市職員が地域にうかがい、市民の皆さまの声がしっかり市に届く、市政の課題を共に共有できるしくみを構築します。 2年以内 地域推進室

11 市長通信簿の導入 「（仮称）市長の通信簿」を導入し、市長の期末手当（ボーナス）を市民が査定するしくみを作ります。 3年以内 人事課

①市内の保育園、幼稚園に対してイベントごとの世代間交流補助金を創設し、親子や祖父母が足を運ぶ３世代交流の場を拡充します。 3年以内 子育て支援課

1年以内 道路課

2年以内 生活安全課

①都市計画税について、財政状況を見極めつつ税率の引き下げを行います。 2年以内 課税課

②保育料や学童保育料についても十分な精査を行い、引下げを行います。 3年以内 子育て支援課

15 スポーツ環境の整備
スポーツ基本法に基づき、施設危険個所の再点検などを行い、各施設において健康・生きがいづくり、仲間づくりの観点から、市民がスポーツに親しめる環境を
整えます。

1年以内 生涯学習課

生活安全課

福祉課

高齢者ふれあい課

②「民間活力を活用した安否確認システム」を構築します。 1年以内 高齢者ふれあい課

③宗岡地区に高齢者あんしん相談センターを設置します。 3年以内 高齢者ふれあい課

1年以内 福祉課

4年以内 生活安全課

18 宗岡消防分署の設置 「（仮称）志木消防署宗岡分署」新設に向けた議論を加速します。 2年以内 生活安全課

19 市民病院の民間移譲 現状の市民病院を民間医療機関に移譲します。 2年以内
健康づくり支援課
（病院事業室）

20 歩行環境の整備
①すべての歩行者用信号において「青信号の時間の確保」に向けた検証を実施します。
②市内道路を総点検しながら横断歩道の適正配置を行います。

2年以内 道路課

21 対話による障がい者支援
障がい者に対して温かい行政施策を展開するために、積極的な対話を通して施策計画段階から当事者に関わっていただくしくみを作ります。障がい者ご本人の意
思を尊重した政策を実施しながら、地域支援体制の拡充、社会参加、就労へとつなげていきます。

1年以内 福祉課

17 市民の「足」の確保 市民の「足」の確保にむけて、既存のふれあい号、民間バス路線を検証し、路線拡大に向けて先進事例などを研究します。

５．安心・快適・共生、ゆとりあるまちづくり

16 高齢者の見守り支援

①災害時要援護者台帳を活用し、町内会、民生委員との有機的連携を図ります。 1年以内

14 市民負担の軽減

４．誰もが憩える快適な志木市に向けて

12 世代間交流の促進

13 道路環境の整備 道路環境については、原点に立ち返り、道路の維持補修や防犯灯の整備、カーブミラーの設置などに係る予算を検証します。

②また、趣味や運動をキーワードに、子ども、若者、高齢者が世代間交流のできる施設整備を促進します。 3年以内

市民活動推進課
高齢者ふれあい課

子育て支援課
生涯学習課

まちづくり３５の実行計画総括表

３．市民感覚、そして現場主義

10 市長との対話集会 「対話重視」の姿勢で、町内会、ボランティア団体、PTAなど、市内各種団体と積極的・定期的に意見交換を行います。 1年以内

9 証明書などのコンビニ発行 市民の利便性向上という視点から、簡易な証明書などであればコンビニエンスストアで発行できるよう検証を行います。 4年以内

１．「市民力」が生きる協働のまちづくり

２．待ったなしの市役所改革

秘書広報課

総合窓口課
課税課

政策推進課



№ 取組事項 取り組みの概要 目標期間 担当課

まちづくり３５の実行計画総括表

22 市内事業者の支援 公平公正な視点で各種制度を見直し、市内業者の元気回復に向けて、積極的に取り組みます。 3年以内 産業観光課

23 農産物販売ルートの拡大 地元農産物を販売するルートの拡大を模索するとともに、地元農産物の付加価値向上を図ります。 3年以内 産業観光課

24 まちのにぎわい創出 地域の産業、観光資源、ゆるキャラなどをあらゆる機会、ツールを通じてＰＲします。また、市民花火大会の充実など、まちのにぎわいを創出します。 3年以内 産業観光課

産業観光課

環境推進課
建築課

28 入札制度改革 地域経済の活性化の観点を踏まえた入札制度の改革をすすめます。 2年以内 事務管理課

29 学童保育の年齢拡大 学童保育クラブ利用者のニーズを把握しながら、対象年齢の引き上げを行い、６年生まで拡大を実施します。 3年以内 子育て支援課

31
子ども医療費の窓口払い撤
廃

近隣市の医師会と連携し、子ども医療費の窓口払い撤廃に向けた協議を加速します。 1年以内 子育て支援課

32
子ども医療費の完納要件の
見直し

市税などを分割納付している場合でも、子ども医療費が無料となるよう、制度設定を見直します。 2年以内 子育て支援課

①児童・生徒の基礎体力、基礎学力ともに県内１番を目指します。 1年以内 学校教育課

②土曜授業、小中一貫校の研究を行い、既存事業の充実を図りながら、地域に信頼される学校づくりを支援します。 3年以内 学校教育課

③中学校部活動を充実させ、心身ともに鍛える環境を整えます。 3年以内 学校教育課

④地域力を生かした「放課後子ども教室」の拡大、小学生対象の「（仮称）放課後学習教室」の創設に向けた検証を行います。 3年以内 生涯学習課

34 伝統文化の継承 子どものころから芸能文化、地域文化に触れることができる「（仮称）文化体験道場」を開設します。 2年以内 生涯学習課

35 子どもの未来に 小中学生に最先端科学を紹介する「（仮称）子ども・サイエンス・カフェin志木」を開催します。 2年以内 学校教育課

新庁舎建設推進室

27
空き店舗・空き家バンクの
創設

民間の力を活用して、市内の空き店舗・空き家情報を一元化し、一般に利用者を募る「（仮称）空き店舗・空き家バンク」を創設します。 3年以内

26 庁舎の建替え 市役所の建替えの現在の方針について、改めて課題を整理しながら検討し、最終的な結論を出していくしくみを整えます。 1年以内

33 教育環境の充実

７．次代を担う志木っ子たちのために

30 放射能汚染の監視強化
①市内公共施設の放射能汚染の測定場所、測定回数を増やします。
②必要に応じて、民間の幼稚園、保育園に測定器の購入を補助し、併せて給食食材の検査を強化します。

2年以内
環境推進課

子育て支援課

６．地産地消、地元経済に元気・活気を取り戻す

25 企業誘致の強化
①地元不動産業者などとの連携を図り、企業誘致に向けて取り組みを強化します。
②また、将来の２５４号バイパス開通を起爆剤と捉え、市民、商工会、専門家と意見交換をし、早期に夢のある沿道まちづくりビジョンを作成します。

1年以内
産業観光課
都市計画課

2
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１．この工程表は、３５の実行計画に関する取組事業について、年度ごとの実施スケジュールや取組内容などを示したものです。

２．工程表の取組内容やスケジュールについては、財政状況や社会経済情勢の変化によって、変動する場合があります。

３．今後の進捗状況については、年度末終了後、取りまとめ公表していきます。

１．「市民力」が生きる協働のまちづくり

3年以内 工程 事業仕分けの実施

既存事業の見直し
（事業仕分け）の
実施とともに、行
政評価制度を見直
し、市の政策に市
民の意見を述べら
れるしくみを再構

築する。

取組内容

◆事務事業の内部見直
し
◆行政評価との検証
◆新たな事業仕分けの
実施方法検討

◆新たな事業仕分け制
度の設計、実施準備

◆新たな事業仕分け制
度の実施

取組実績

実施⇒

順調

◇既存事業の見直しに
より、新規事業の財源
の捻出が可能となる。

◇形骸化しつつある、
行政評価制度の再構築
ができる。

◇新たな市民の参画機
会を確立することで、
市民力の再発見、市民
との協働のまちづくり
が推進できる。

事
業
仕
分
け
の
実
施

事務事業の「事業
仕分け」を実施す
ることで、プロセ
スを踏まないこれ
までの思いつきの
事業や、不要な事
業を見直し、市民
にとって本当に必
要な新規事業の財
源を捻出します。

検討・準備⇒ 検討・準備⇒ 実施⇒

年度ごとの取組内容達成状況

達成状況

№ 2 担当課 政策推進課

取組事項 取組概要 目標 年　度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 取組における効果

達成状況をさくらの花びらで表現させています。

１枚：事業の達成状況・・・・ ０～２９％

２枚：事業の達成状況・・・・３０～５９％

３枚：事業の達成状況・・・・６０～７９％

４枚：事業の達成状況・・・・８０～９９％

５枚：事業の達成状況・・・・１００％

取組事項に対し

て、年度ごとに取

組内容を表示さ

せています。

毎年度末までに、

取組内容に対し

て、年度ごとに取

組実績を表示さ

せます。

年度ごとの達成状況を毎年度末に

順調、遅れている、中止で表示さ

取組事項の通し

番号を表示して

います。

３５の実行計

画の具体的な

取組事業の名

称を表示して

います。

３５の実行計画の

概要を表示してい

ます。。

３５の取組事

項を表示して

います。 取組事項の実施レベルを、「検討・準備」「一

部実施」「実施」の３段階で表示させます。

３５の実行計画の取組

概要に対して目標と目

標を達成するまでの期

間を表示しています。。

まちづくり３５の実行計画 工程表の見方



まちづくり３５の実行計画工程表
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1年以内 工程 密室議論の廃止

3年以内 工程 事業仕分けの実施

１．「市民力」が生きる協働のまちづくり

№ 1 担当課 総務課

取組事項 取組概要 目標 年　度 平成２５年度

実施⇒

◇情報公開条例の
趣旨に基づいた、
市民の知る権利を
保障するため、市
が保有する情報の
一層の公開を図
り、公正で透明な
開かれた市政の推
進が図れる。

　プロジェクト
チームでの議論な
どの公開に対する
既存の考え方や問
題点について検証
し、開かれた行政
の推進を図るため
の方策を検討し公
開する。

取組内容

◆会議の公開に伴う問
題点の検証
◆現行のプロジェクト
チーム会議の現状を確
認
◆公開実施

◆プロジェクトチーム
以外の職員だけによっ
て構成される会議につ
いても検証

取組実績

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

密
室
議
論
の
廃
止

プロジェクトチー
ムでの議論などを
積極的に公開し、
本当に開かれた行
政を推進します。

実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

№ 2 担当課 政策推進課

取組事項 取組概要 目標 年　度

◆密室議論の廃止に向けて、
庁議や政策推進会議など一部
の会議について、公開した。
◆対象となるプロジェクト
チームの会議についても、公
開できるよう「プロジェク
ト・チームの設置基準等に関
する規程」の改正を関係課に
指示した。

◆行政内部会議等の会
議録について、公表す
るための規定を整備
し、会議録を公表し
た。

◆行政内部会議等の会
議録公表の対応状況を
調査し、状況を把握す
るとともに、必要に応
じて指示した。

◆会議設置要綱等にお
ける会議録公表規定の
整備状況を検証すると
ともに、新規に設置さ
れた会議についても公
開に向けた指示を行っ
た。

年度ごとの取組内容達成状況 順調 順調／達成

◆行政評価条例の廃止につ
いて意見公募手続きを実施
し、同制度の条例を廃止し
た。さらには、行政評価制
度に替わるものとして、よ
り多くの市民が市の施策に
意見が述べられる制度の構
築を検討した。

事
業
仕
分
け
の
実
施

事務事業の「事業
仕分け」を実施す
ることで、プロセ
スを踏まないこれ
までの思いつきの
事業や、不要な事
業を見直し、市民
にとって本当に必
要な新規事業の財
源を捻出します。

検討・準備⇒ 検討・準備⇒ 実施⇒ 実施⇒

◆事業判定制度を導入し、市
民が市の政策に意見を述べ、
市政に参加できる機会として
事業判定会を実施した。判定
会では、市が実施する事業に
ついて、「市民感覚」でご意
見をいただき、予算編成にお
いて、事業の改善や方向性の
決定につなげることができ
た。

◆市民が市の政策に意見を
述べ、市政に参加できる機
会として事業判定会を実施
した。判定会では、市が実
施する事業について、「市
民感覚」でご意見をいただ
き、予算編成において、事
業の改善や方向性の決定に
つなげることができた。

年度ごとの取組内容達成状況 順調

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

順調 順調／達成

◇既存事業の見直
しにより、新規事
業の財源の捻出が
可能となる。

◇形骸化しつつあ
る、行政評価制度
の再構築ができ
る。

◇新たな市民の参
画機会を確立する
ことで、市民力の
再発見、市民との
協働のまちづくり
が推進できる。

　既存事業の見直
し（事業仕分け）
の実施とともに、
行政評価制度を見
直し、市の政策に
市民の意見を述べ
られるしくみを再
構築する。

取組内容

◆事務事業の内部見直
し
◆行政評価制度の課題
検証
◆新たな事業仕分けの
実施方法検討

◆新たな事業仕分け制
度の設計、実施準備
◆行政評価制度の検証

◆事業判定制度の導入
◆事業判定会の実施

取組実績

◆事務事業の内部見直
しを実施した。結果に
ついて市民意見を聴取
するとともに、平成26
年度予算に反映させ
た。



3年以内 工程 予算編成の過程を公開

2年以内 工程 市民力人材バンクの創設

平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

予
算
編
成
の
公
開

予算編成の過程を
公開するととも
に、新規事業につ
いても、予算編成
段階で市民の声を
反映できるしくみ
を構築します。

一部実施⇒ 一部実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

取組事項 取組概要 目標 年　度 平成２５年度 平成２６年度

№ 3 担当課 財政課

取組における効果 達成状況

№ 4 担当課 市民活動推進課

取組事項 取組概要 目標 年　度

◆予算編成段階で市民
の声を事業に反映でき
るしくみとして、志木
市事業判定会を実施
し、判定結果について
次年度予算に反映させ
た。

◆志木市事業判定会を
実施し、判定結果につ
いて次年度予算に反映
させた。

年度ごとの取組内容達成状況 順調 順調 順調／達成

◇市の事務事業に
対する市民の声を
反映させること
で、市民が望む政
策を実施すること
ができ、市民との
協働のまちづくり
が推進できる。

　当初予算の各課
からの要求状況と
査定結果を公表
し、行政評価制度
の見直しに合わせ
て、予算編成段階
で市民の声を新規
事業に反映できる
しくみを構築す
る。

取組内容
◆予算編成の過程の公
開
◆新規事業への市民の
声の反映方法の検討

◆新たな行政評価制度
との調整

◆事業判定会の実施

取組実績

◆当初予算の編成過程
を公開した。
◆新規事業への市民の
声の反映方法について
は、引き続き検討を
行っている。

◆新たな行政評価制度
に対応した予算編成の
試行として、予算編成
前に事業評価を行うサ
マーレビューを実施

取組実績

◆従前の「いろは楽学講
座」と「市民アカデミー」
を統合して、「いろは楽学
塾」とし、新たに「志民力
人材バンク」、「ボラン
ティア便利帳」を設けて、
「志木市まちづくり推進バ
ンク」として要綱等を制定
した。

市
民
力
人
材
バ
ン
ク
の
創
設

「（仮称）市民力
人材バンク」を創
設し、若者から高
齢者まで、真の
「協働」に向けて
多くの市民の皆さ
まが行政に参画し
ていただく機会と
しくみを作りま
す。

検討・準備⇒ 実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

◆志民力人材バンクを創設
し、登録者の中から、市が
設ける付属機関等（まちづ
くりや教育、福祉、都市計
画などの審議会や審査会な
ど）の委員や市が行うさま
ざまなイベントなどの企画
や運営に参画いただいた。

◆登録者１００人を目標に
掲げ、市民団体の総会（志
木市民生委員・児童委員協
議会や志木市食生活改善推
進員協議会等）において、
周知を行うなど、増員を
図った。
（登録者数１４９名）

◆市民団体の総会（志木
市民生委員・児童委員協
議会や志木市食生活改善
推進員協議会等）におい
て、周知活動を継続的に
行い、さらなる登録者数
の増員を図った。
（登録者数１５４名）

年度ごとの取組内容達成状況

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

順調 順調／達成

◇若者から高齢者ま
でが行政に参画する
ことにより、市役所
を身近に感じ、ひい
ては志木市に愛着を
持つことにつなが
る。

◇行政主導の事業実
施から、市民協働の
事業実施となる。

◇市民の行政への参
画機会を確立するこ
とで、市民力が生き
る協働のまちづくり
が推進される。

　幅広く異年齢の
方々が「協働」と
いうかたちで志木
市の行政に参画す
ることにより、
「市民が主役のま
ちづくり」を構築
する。

取組内容

◆事業創設のため、内
容の検討・調整
◆要綱などの制定
◆事業のPR
◆参画する「協働」事
業の検討

◆志民力人材バンクへ
の募集・登録
◆協働事業の実施

5
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2年以内 工程 公益通報制度の再構築

2年以内 工程 職員提案制度の再構築

平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

公
益
通
報
制
度
の
再
構
築

第三者機関を加え
た調査を実施でき
るよう志木市版
「公益通報制度」
を再構築します。

検討・準備⇒ 実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

取組事項 取組概要 目標 年　度 平成２５年度 平成２６年度

２．待ったなしの市役所改革

№ 5 担当課 人事課

達成状況

№ 6 担当課 人事課

取組事項 取組概要 目標 年　度

◆志木市職員等公益通報実施要綱
（平成26年7月1日施行）の改正及
び志木市職員不祥事防止条例（平成
26年10月1日施行）を制定するこ
とにより、不正撲滅に取り組む市の
強い姿勢を内外に示し、職員一人ひ
とりの自覚を高め、不祥事防止のさ
らなる徹底を図った。
また、取り組みの一環として全職員
を対象とした公務員倫理（コンプラ
イアンス）研修を実施した。

◆全職員を対象とした
公務員倫理（コンプラ
イアンス）研修を実施
した。

◆階級に応じた専門性の
高い内容へ深堀するため
に、階級別の公務員倫理
（コンプライアンス）研
修を実施した。
H28年度対象：主査級職
員
◆公益通報１件

年度ごとの取組内容達成状況 順調 順調／達成

◇調査に第三者機関
を加えることによ
り、従前の担当者
（人事課職員）のみ
では難しかった事案
について、負担が軽
減される。

◇市役所外部からの
通報が可能となるこ
とで、法令違反など
の早期発見が期待さ
れる。

◇市職員のコンプラ
イアンス意識の向上
が図られ、法令違反
などの未然防止が期
待される。

　調査の際には、
必要に応じて第三
者機関を調査に加
えられるようにす
る。また、市民
等、市役所外部の
者も公益通報でき
るようにする。

取組内容
◆公益通報制度概要の
研究
◆新制度の検討

◆制度要綱の改正
◆志木市版新制度の周
知
◆新制度の施行
◆不正撲滅に関する条
例の制定

取組実績

◆公益通報制度の研究
を行った。
◆新制度の概要につい
て検討を行った。

取組実績

◆既存制度での審査及び褒
賞を行った。
◆職員提案をした職員は、
人事評価制度における実績
評価へ反映するしくみを構
築した。
◆志木市職員提案審査要領
の一部改正を行った。

職
員
提
案
制
度
の
再
構
築

職員提案制度を再
構築し、将来を見
据えたアイデア行
政を推進するとと
もに、その内容を
市民に向けてプレ
ゼンテーションで
きるしくみを構築
します。

検討・準備⇒ 実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

◆平成２６年中における職
員提案を審査し、褒賞を
行った。
◆期間を定め、特定の課題
に対する提案（課題提案）
を職員から募集した。
◆職員提案制度と人事評価
制度との連動を明確にし
た。

◆褒賞を行った職員提
案を市ホームページに
て公表した。

◆特定の課題に対する提案
として、新行政改革プラン
の取組項目等を募集した。
◆全ての職員提案を職員提
案検討委員会において審査
し、予算要求が適当とされ
た提案については、具現化
に向けた検討を行った。ま
た、特に優秀な提案につい
ては、褒章を行った。

年度ごとの取組内容達成状況

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 取組における効果

順調 順調／達成

◇市民サービスの向
上が期待できる提案
については、積極的
に市政運営に採用す
ることにより、市政
のイメージアップが
期待できる。

◇事務の効率化が図
られる。

◇職員意欲の向上が
期待できる制度とす
るため、優秀なアイ
デアを提案した職員
に対しては、人事異
動に反映させたり、
勤勉手当に反映させ
ることができる。

　職員提案による
優秀なアイデアを
市政運営に採用
し、市民サービス
の向上を図るしく
みを再構築すると
ともに、事務の効
率化と職員の資質
向上を目指す。

取組内容

◆既存制度での提案募
集・審査をするととも
に、検証を行う
◆新制度へ移行するた
めの規程などの整備
◆職員提案の募集方法
について検討

◆新たな職員提案の実
施
◆市民へのプレゼン
テーション方法の検
討、実施



1年以内 工程 民間経験者の採用

2年以内 工程 地域担当制の導入

平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

民
間
経
験
者
の
採
用

民間経験者を市職
員として採用する
ことにより、組織
の活性化、政策能
力の向上を図りま
す。

実施⇒ 実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

取組事項 取組概要 目標 年　度 平成２５年度 平成２６年度

№ 7 担当課 人事課

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

№ ８ 担当課 地域推進室

取組事項 取組概要 目標 年　度

◆職務経験者（建築、土
木、一級建築士有資格者）
の募集区分で、受験資格年
齢を45歳までに拡大し、
平成27年度に職務経験者
（一級建築士有資格者）を
2人採用した。

◆民間経験者を積極的
に採用するため、事務
職等の募集区分で、受
験資格年齢を35歳未満
まで拡大して実施し、
年度途中での採用に
至った。

◆技術職、保育士など
専門性の高い分野にお
ける組織の活性化を図
るため、当職の民間経
験者採用を、年度途中
も含め積極的に行っ
た。

年度ごとの取組内容達成状況 順調 順調／達成

◇民間経験者を採
用することによ
り、内部育成では
得られない高度の
専門性や多様な経
験を有する人材を
確保することがで
き、新たな政策課
題などへの対応力
の向上と、組織・
人事の活性化を図
ることができる。

　市の組織活性化
を図るため、政策
能力を備えた人材
を採用できるよ
う、職務経験者の
募集・採用を行
う。

取組内容
◆職務経験者の採用方
針の検討・決定
◆任期付き弁護士の採
用について検討
◆採用試験の実施

◆職務経験者の採用方
針の検討・決定
◆採用試験の実施

取組実績

◆事務職及び技術職員の募
集区分で、受験資格年齢を
30歳まで拡大して実施し
た。
◆職務経験者（一級建築士
有資格者）の採用試験を実
施したが、採用には至らな
かった。

順調 順調／達成

◇市民の声が市に
届く仕組みが構築
される。
◇地区の課題を地
区住民と行政とが
共有できる。
◇市民自らが、課
題解決につなげる
ためのきっかけと
なる。
◇市民から身近
で、今までと違っ
た市役所となる。
◇担当となった職
員のスキルアップ
が図られる。

　地域特性等を考
慮し、市内を７地
区（上宗岡、中宗
岡、下宗岡、本
町、幸町、館、柏
町）に分け、地区
住民と地区担当職
員で、「地区まち
づくり会議」を組
織して、地区の課
題を発見し解決に
結びつけます。ま
た、市民協働によ
る地区のまちづく
りを推進します。

取組内容
◆事業内容の検討
◆要綱等の制定
◆全職員を対象に説明会開
催
◆地区担当職員の決定

◆事業実施に向けた打合せ
◆地区担当職員の研修
【第１期目】
◆地区住民の募集、決定
◆シンポジウム開催
◆地区まちづくり会議の実
施・運営（１年目）

取組実績

◆地区まちづくり会議
設置要綱等を制定し、
また、地区担当職員の
任命に伴い、まちづく
り会議の発足に向けた
体制づくりを構築し
た。

地
域
担
当
制
の
導
入

市職員が地域にう
かがい、市民のみ
なさまの声がしっ
かり市に届く、市
政の課題を共に共
有できるしくみを
構築します。

検討・準備⇒ 実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

◆市内７地区に市民と職員によ
る「地区まちづくり会議」を設
置した。各地区ごとの特性によ
る課題を抽出し、地区住民と地
区担当職員が互いに課題を共有
して、解決に結びつけるための
事業の検討を行った。
◆志木市夢のあるまちづくり事
業費補助金交付要綱（平成27年
4月1日施行）を制定し、地区の
課題を解決するための支援制度
を設けた。

◆各地区において、前年度
の事業検討に基づき事業計
画を定め、地区の課題を解
決に結びつけるための事業
を実施した。
◆事業の実施にあたり、
「志木市夢のあるまちづく
り事業費補助金交付要綱」
に基づき、補助金を交付し
た。

◆第１期「地区まちづくり会
議」から、７地区の活動の成果
として「活動実践報告書」が提
出された。

◆第２期「地区まちづくり会
議」として、住民委員７５人、
職員委員３５人を任命した。地
区ごとの特性による課題を抽出
し解決に結びつける事業の検討
が始まった。

年度ごとの取組内容達成状況

7



8

4年以内 工程
証明書などのコンビニ発

行

1年以内 工程 市長との対話集会

№ ９ 担当課 総合窓口課・課税課・政策推進課

◇休日や夜間（午
後１１時くらいま
でを想定）でも、
個人番号カードを
使い、住民票や印
鑑証明の受取が可
能となり、住民
サービスが格段に
向上する。

　平成２７年１０
月には、すべての
国民に個人番号が
付与され、平成２
８年１月からは、
本人の申請によっ
て、写真つきの個
人番号カードが交
付されることにな
る。この個人番号
カードが交付され
る時期に併せて証
明書などのコンビ
ニ発行を展開して
いく。

取組内容
◆先進地の視察などに
よる研究
◆共通番号制度検討部
会設置

◆証明書種別の検証
◆審議会への諮問
◆共通番号制度に関する
情報収集

◆システム構築
◆コンビニ発行の実施

取組実績

◆コンビニ交付に関する国
の説明会に参加し、情報収
集に努めた。また、先進地
等の情報収集を行った。
◆番号制度の円滑な導入を
図るため、志木市番号制度
推進本部を設置した。

◆審議会への諮問の実施し
た。
◆マイナンバー推進本部開
催及び開始時期を決定し
た。
◆マイナンバー側での対応
スケジュールに合わせ当初
発行証明書を決定した。
◆J-LISへ開始申請した。

平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

証
明
書
な
ど
の
コ
ン
ビ
ニ
発
行

市民の利便性向上
という視点から、
簡易な証明書など
であればコンビニ
エンスストアで発
行できるよう検証
を行います。

検討・準備⇒ 検討・準備⇒ 検討・準備⇒ 実施⇒

取組事項 取組概要 目標 年　度 平成２５年度 平成２６年度

３．市民感覚、そして現場主義

№ １０ 担当課 秘書広報課

取組事項 取組概要 目標 年　度 平成２５年度

◆システム構築業者との打
ち合わせを実施し、ネット
ワーク及び導入機器の概要
を決定した。
◆機器類の構築と試験を行
い、2月1日より住民票の
写し･課税証明書・印鑑登
録証明書について運用開始
した。

◆これまでのコンビニ
交付サービス（住民票
の写し･課税証明書･印
鑑登録証明書）に加
え、戸籍証明書や附票
の写しの交付を1月4日
より追加した。

年度ごとの取組内容達成状況 順調 順調 順調／達成

実施⇒

◇市民や各種団体
と市長との対話を
通じて、その声が
しっかりと行政に
響き、しっかりと
役所に届く志木市
が実現できる。

　志木市ふれあい
ミーティング「市
長と話そう！ま
ち・夢・未来」と
題し、対話力を通
じて、市民や各種
団体と共に議論を
し、積極的・定期
的に意見交換を行
うことにより、そ
の声がしっかりと
行政に響く、しっ
かりと役所に届く
志木市を実現す
る。

取組内容 ◆市長との対話集会の
実施方法の検討
◆対話集会の実施

取組実績

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

市
長
と
の
対
話
集
会

「対話重視」の姿
勢で、町内会、ボ
ランティア団体、
ＰＴＡなど、市内
各種団体と積極
的・定期的に意見
交換を行います。

実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

◆市長との対話集会を志木市ふ
れあいミーティング「市長と話
そう！まち・夢・未来」として
事業化し、市民や各団体と積極
的な意見交換を行うことで、相
互理解を深め、市民力が生きる
まちづくりを推進した。
対話集会の実施
実施件数：18件
参加者：258人

◆市長との対話集会を事業
化し、市民や各団体と積極
的な意見交換を行うこと
で、相互理解を深め、市民
力が生きるまちづくりを推
進した。
対話集会の実施
実施件数：13件
参加者：306人

◆市長との対話集会を事業
化し、市民や各団体と積極
的な意見交換を行うこと
で、相互理解を深め、市民
力が生きるまちづくりを推
進した。
対話集会の実施
実施件数：7件
参加者：247人

◆市長との対話集会を事業
化し、市民や各団体と積極
的な意見交換を行うこと
で、相互理解を深め、市民
力が生きるまちづくりを推
進した。
対話集会の実施
実施件数：１０件
参加者：2７０人

年度ごとの取組内容達成状況 順調／達成



3年以内 工程 市長通信簿の導入

3年以内 工程 補助金の創設

達成状況

№ １１ 担当課 人事課

取組事項 取組概要 目標 年　度

◆制度構築のために、
市民による査定の方法
や期末手当を査定する
手法を検証した。

◆制度構築のために、他自
治体での取組方法を検証し
た。
また、市長の掲げるまちづ
くり「３５の実行計画」の
進捗状況を査定項目に組み
入れることを決定し、平成
２７年度中に制度の構築を
行う。

市
長
通
信
簿
の
導
入

「（仮称）市長の
通信簿」を導入
し、市長の期末手
当（ボーナス）を
市民が査定するし
くみを作ります。

検討・準備⇒ 検討・準備⇒ 実施⇒ 実施⇒

◆志木市特別職報酬等
審議会を活用し、平成
２８年度に、市民が市
長の期末手当（ボーナ
ス）を査定するための
準備を進めた。

◆35の実行計画の進捗状
況について、平成28年8
月に志木市特別職報酬等
審議会に諮問した結果、
期末手当の査定内容を盛
り込んだ市長通信簿の内
容などが答申され、当該
答申内容を12月の期末手
当に反映させた。

年度ごとの取組内容達成状況 順調

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 取組における効果

平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

世
代
間
交
流
の
促
進

①市内の保育園、
幼稚園に対してイ
ベントごとの世代
間交流補助金を創
設し、親子や祖父
母が足を運ぶ３世
代交流の場を拡充
します。

検討・準備⇒ 検討・準備⇒ 実施⇒ 実施⇒

取組事項 取組概要 目標 年　度 平成２５年度 平成２６年度

順調 順調 順調／達成

４．誰もが憩える快適な志木市に向けて

№ １２-① 担当課 子ども家庭課

◇市長の通信簿を
導入することによ
り、マニフェスト
の進捗状況などに
ついて、市民も参
加し市長の期末手
当を査定すること
で、市民がもっと
主役のまちづくり
を推進できる。

　市民の意見をも
とに、市長の期末
手当を査定し、増
減させるしくみを
つくる。

取組内容 ◆制度構築のための方
法検討

◆制度の構築
◆査定項目の選定

◆制度の構築

◆志木市特別職報酬等審議
会において、市長の実績に
ついての評価を得る。
◆12月の期末手当に評価
を反映させる。必要に応じ
て条例改正を行う。

取組実績

◆昔の生活や遊びの伝承、季
節的な行事などを通じて、子
どもから高齢者まで、あらゆ
る世代の交流を深め地域の活
性化を図るため、志木市教
育・保育施設における世代間
交流事業費補助金交付要綱
（平成27年4月1日施行）を
制定した。

◆志木市教育・保育施設に
おける世代間交流事業費補
助金交付要綱を平成27年4
月1日に施行し、園長会に
て周知・ＰＲを行った。4
園が補助金を活用し、世代
間交流イベントを実施し
た。

◆４園が補助金を活用
して世代間交流イベン
トを実施した。

年度ごとの取組内容達成状況 順調 順調／達成

◇コミュニティの
再生、そしてすべ
ての世代がともに
協力し合える地域
づくりが推進でき
る。

◇少子高齢化に伴
う世帯の変化によ
り、高齢者を含む
多様な世代とかか
わることにより、
社会性や豊かな情
操性、人を思いや
る気持ちを育むこ
とができる。

①現交流事業を見
直して、さらに効
果的な交流の場を
拡充するととも
に、市内の保育園
及び幼稚園に対す
る補助金を創設す
る。

取組内容
◆補助金創設のための
方法・検討
◆各保育園、幼稚園と
の調整

◆要綱制定、準備

◆子ども子育て支援新
制度開始
◆補助金交付要綱施
行、各園への周知、実
行

取組実績
◆補助金創設のための
情報収集及び方法につ
いて検討した。
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10

3年以内 工程 世代間交流の促進

1年以内 工程 道路環境の整備

平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

世
代
間
交
流
の
促
進

②また、趣味や運
動をキーワード
に、子ども、若
者、高齢者が世代
間交流のできる施
設整備を促進しま
す。

検討・準備⇒ 一部実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

№ １２-② 担当課 市民活動推進課・長寿応援課・子ども家庭課・生涯学習課

取組事項 取組概要 目標 年　度 平成２５年度 平成２６年度

達成状況

№ １３－ａ 担当課 都市計画課・道路課

取組事項 取組概要 目標 年　度

◆志木第四小学校内のふれあ
い館「もくせい」の施設にお
いて、さまざまな交流事業を
実施するとともに、施設を広
く周知するため、ふれあい館
「もくせい」まつりを開催し
た。今後も、既存施設を活用
し、世代間交流事業の促進を
図っていくこととした。

◆志木第四小学校内のふれ
あい館「もくせい」の施設
については、利用者ニーズ
に応じたサービスの提供や
世代間交流のさらなる促進
を図るため、平成29年度
より市と協働で施設の管理
運営を行う市民活動団体の
募集･審査･決定を行った。

年度ごとの取組内容達成状況 順調 順調 順調／達成

◇世代間事業を実施す
ることにより、新たな
「市民力」「地域力」
が発掘、醸成され、市
民協働を行うための新
たな組織（ＮＰＯな
ど）の設立や事業展開
も期待できる。

◇高齢者世代、子育て
世代（若者世代）、子
どもたちが交流を図る
ことにより、新たなコ
ミュニティの場とな
り、人と人とがふれあ
い、喜びや生きがいを
感じ、豊かな生活環境
の創出につながる。

②世代間交流ので
きる施設を複数ヵ
所整備します。

取組内容

◆関係課との協議・調
整
◆世代間交流事業内容
の検討・調整
◆世代間交流事業の周
知

◆志木第四小学校内地
域複合センターにおい
て世代間交流事業の試
行実施（上期）、世代
間交流事業の拡充実施
（下期）

◆世代間交流事業の実
施
◆ふれあい館もくせい
を充実させるための環
境整備
◆新たな世代間交流施
設の整備検討

取組実績

◆関係４課（地域振興
課、高齢者ふれあい
課、子育て支援課、生
涯学習課）で連絡調整
会議を実施し、世代間
交流事業の企画立案、
事業計画案を作成し
た。

◆ふれあい館「もくせい」に
名称を変更し、子どもからお
年寄りまでが集い・ふれあう
世代間交流の場として、多世
代交流事業を関係４課が連携
し実施した。
さらに、世代間交流事業の拡
充実施に向け、関係４課で連
絡調整会議を実施した。

取組実績

◆職員による道路パトロー
ルを実施した。
◆道路の路面性状調査を実
施した。
◆カーブミラーについて、
新規設置17基、再設置11
基を設置するなど、適正な
維持管理に努めた。

道
路
環
境
の
整
備

道路環境について
は原点に立ち返
り、道路の維持補
修や防犯灯の整
備、カーブミラー
の設置などに係る
予算を検証しま
す。

実施⇒ 実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

◆補修工事実施計画（舗装打換5
か年計画）を作成し、２路線
583ｍ(2,492㎡)の舗装打換工
事を実施。他適正な維持管理に
伴い、2路線336ｍ(1,306㎡)の
舗装打換含め道路緊急維持補修
を実施した。
◆カーブミラーについて、新規
設置13基、再設置71基設置す
るなど、適正な維持管理に努め
た。

◆舗装打換5か年計画等に基
づき、生活道路5路線793ｍ
(4,187㎡)のほか、幹線道路
１路線452m(4,502㎡)の舗
装打換工事を実施した。その
他道路の緊急維持補修を実施
した。
◆カーブミラーについて、新
規設置２６基、再設置３８基
設置した。

◆舗装打換5か年計画等に基づ
き、生活道路5路線667ｍ
(2,993㎡)のほか、幹線道路１
路線347m(3,420㎡)の舗装打
換工事を実施した（生活道路…
継続実施、幹線道路…完了）。
その他道路の緊急維持補修を実
施した。
◆カーブミラーについて、新規
設置９基、再設置６１基設置し
た。

年度ごとの取組内容達成状況

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 取組における効果

順調／達成

◇道路の補修工事
やカーブミラーの
設置工事などを実
施することで、騒
音・振動被害や交
通事故防止につな
がり、快適な道路
交通環境が整う。

　市内の道路を総
点検し、道路の補
修が必要な場所や
カーブミラーの補
修が必要な場所を
把握し、計画的に
工事を進める。

取組内容

◆職員による道路の総
点検
◆委託業者による道路
の総点検
◆カーブミラー設置や
適正な維持管理の実施



2年以内 工程 道路環境の整備

2年以内 工程 市民負担の軽減

平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

道
路
環
境
の
整
備

道路環境について
は原点に立ち返
り、道路の維持補
修や防犯灯の整
備、カーブミラー
の設置などに係る
予算を検証しま
す。

検討・準備⇒ 実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

取組事項 取組概要 目標 年　度 平成２５年度 平成２６年度

№ １３－ｂ 担当課 市民活動推進課

達成状況

№ １４－① 担当課 課税課

取組事項 取組概要 目標 年　度

◆市内およそ2,700基
ある防犯灯の内、９２
０本をLED灯に交換し
た。

◆市内およそ2,700基
ある防犯灯のうち、
779本をLED灯に交換
した。
前年度と合わせて
1,699本をLED灯に交
換した。

◆市内およそ2,700基
ある防犯灯のうち、既
存の防犯灯をすべてＬ
ＥＤ灯に交換灯した。

年度ごとの取組内容達成状況 順調 順調／達成

◇ＬＥＤ灯へ切り
替えすることによ
り、ＣＯ2の排出量
を抑えることがで
き、さらに、電気
料金が低減され、
ランニングコスト
を抑えることがで
きる。

　既存の蛍光灯の
防犯灯について、
平成26年度から
3年計画で、ＬＥ
Ｄ灯への交換を行
うにあたり、市が
全額補助を行う。
また、防犯灯電気
料補助について、
当該年度分を分割
して補助を行う。

取組内容 ◆既存事業の実施主体
の検証

◆既存の防犯灯をLED
灯に交換（3年計画）

取組実績

◆３か年での実施方法
や手順、契約内容など
を検討のうえ、予算に
反映し、町内会長会議
などで周知を図った。

取組実績

◆平成26年度から平成
28年度まで税率を
0.2％から0.18％に変
更するよう条例改正を
行い、平成26年度から
実施することとした。

市
民
負
担
の
軽
減

①都市計画税につ
いて、財政状況を
見極めつつ税率の
引き下げを行いま
す。

検討・準備⇒ 実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

◆平成26年度分の都市
計画税を税率0.18％で
課税した。

◆平成27年度分の都市
計画税を税率0.18％で
課税した。

◆平成28年度分の都市
計画税を税率0.18％で
課税した。
♦都市計画事業等の実
態や財政状況を確認
し、平成31年度まで税
率を0.18％とする条例
改正を行った。

年度ごとの取組内容達成状況

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 取組における効果

順調／達成

◇税率を下げるこ
とによって市民の
負担軽減を図るこ
とができる。

①現状と将来の財
政状況に加えて、
都市計画事業の状
況をしっかりと見
極めて税率を引き
下げる。

取組内容 ◆財政状況などの確認
◆実施方法の検討
◆システムへの対応

◆改正条例施行
◆新税率での実施

11
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3年以内 工程 市民負担の軽減

１年以内 工程 スポーツ環境の整備

平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

市
民
負
担
の
軽
減

②保育料や学童保
育料についても十
分な精査を行い、
引き下げを行いま
す。

検討・準備⇒ 検討・準備⇒ 実施⇒ 実施⇒

取組事項 取組概要 目標 年　度 平成２５年度 平成２６年度

№ １４－② 担当課 子ども家庭課

取組における効果 達成状況

№ １５ 担当課 生涯学習課

取組事項 取組概要 目標 年　度

◆志木市保育の実施等に関
する条例（平成27年4月1
日施行）を改正し、
子育て家庭の負担軽減とし
て、保育園保育料を平均で
10％ほど引き下げるとと
もに、学童保育クラブ保育
料を所得階層別に引き下げ
た。

◆志木市保育の実施等
に関する条例の改正に
より、保育料を11.1～
12.6％引き下げた。
また、学童保育料を所
得階層別に引き下げ
た。

◆志木市保育の実施等
に関する条例により、
保育料を11.1～
12.6％の引き下げを継
続している。

年度ごとの取組内容達成状況 順調 順調／達成

◇保育料を引き下
げることで、子育
て中の保護者の経
済的負担が軽減さ
れる。

②「子ども･子育
て支援事業計画」
を作成する中で、
認定こども園、幼
稚園、保育園を通
じた給付制度の創
設を行います。

取組内容 ◆子ども・子育て支援
事業計画策定

◆条例改正 ◆新保育料実施

取組実績

◆児童福祉審議会に子
ども・子育て支援事業
計画策定を諮問し、計
画への位置付けを検討
した。

取組実績

◆施設の危険個所の点
検を実施し、次年度に
行う修繕計画を立て
た。

ス
ポ
ー
ツ
環
境
の
整
備

スポーツ基本法に
基づき、施設危険
個所の再点検など
を行い、各施設に
おいて健康・生き
がいづくり、仲間
づくりの観点か
ら、市民がスポー
ツに親しめる環境
を整えます。

実施⇒ 実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

◆秋ケ瀬運動公園に隣接す
るNTTテニスコートの購入
や、パークゴルフ場を18
ホールから36ホールに整
備するなど、スポーツ環境
の整備を図った。
◆修繕計画を基に秋ケ瀬運
動公園内の橋欄干修繕を実
施した。

♦市民体育館の大屋根塗装
工事や、高圧ケーブル工事
を実施し、スポーツ環境の
整備を図った。
♦秋ケ瀬運動公園内のパー
クゴルフ場の排水対策工事
を実施し、雨天後でも早期
に利用できるよう改善し
た。

◆市民体育館のアリーナ
床、屋外階段塗装改修工
事、卓球場空調設備改修工
事を実施し、スポーツ環境
の整備を図った。
◆秋ケ瀬スポーツセンター
の空調設備改修工事を実施
し、スポーツ環境の整備を
図った。

年度ごとの取組内容達成状況

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

順調／達成

◇施設整備により
市民がスポーツ親
しめる環境が整
う。

◇危険個所の再点
検を行うことによ
り市民が安心して
スポーツに親しむ
ことができる。

◇市民の健康・生
きがいづくりのま
ちづくりが推進で
きる。

　市民が安心して
スポーツに親しめ
る環境をつくる。

取組内容

◆秋ケ瀬運動場施設の
危険個所の点検、実施
◆市民体育館の危険個
所の点検、実施
◆武道館の危険個所の
点検、実施



1年以内 工程 高齢者の見守り支援

1年以内 工程 高齢者の見守り支援

平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

高
齢
者
の
見
守
り
支
援

①災害時要援護者
台帳を活用し、町
内会、民生委員と
の有機的連携を図
ります。

実施⇒ 実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

取組事項 取組概要 目標 年　度 平成２５年度 平成２６年度

５．安心・快適・共生、ゆとりあるまちづくり

№ １６－①ａ 担当課 防災危機管理課

達成状況

№ １６－①ｂ 担当課 福祉課

取組事項 取組概要 目標 年　度

◆災害時要援護者台帳
を町内会や民生委員な
ど７団体に配布し、日
頃からの見守りや地域
で実施する防災訓練で
活用した。

◆避難行動要支援者へ
の同意の確認及び避難
行動要支援者名簿を町
内会や民生委員など７
団体に配布を行った。

◆避難行動要支援者名
簿を更新し、町内会や
民生委員など７団体に
配布を行った。

年度ごとの取組内容達成状況 順調／達成

◇災害発生時に
は、身近な隣人や
町内会などの地域
での支援体制を日
ごろから確立して
いくことにより、
市民が安心・安全
に生活することが
できる。

①日ごろからの支
援体制を整備し、
災害発生時には、
支援を必要とする
人の被害の軽減を
図る体制を確立す
る。

取組内容

◆災害時要援護者台帳
の配布
◆防災訓練において、
災害時要援護者台帳を
活用

取組実績

◆災害時要援護者台帳を町
内会や民生委員など７団体
に配布し、日頃からの見守
りや地域で実施する防災訓
練での活用をお願いした。
志木ニュータウン町内会連
合会では、実際に台帳を活
用した防災訓練が実施され
た。

取組実績

◆平成25年７月に異動
データ更新後の災害時
要援護者台帳を民生委
員へ配布し見守りを継
続実施している。

高
齢
者
の
見
守
り
支
援

①災害時要援護者
台帳を活用し、町
内会、民生委員と
の有機的連携を図
ります。

実施⇒ 実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

◆手帳の取得者で対象となる
人に対し、制度の案内を行う
とともに申請者の登録を行っ
た。
また、関係課より災害時要援
護者台帳を町内会や民生委員
などの団体へ配布を行い、日
ごろからの見守りや防災訓練
などに活用された。

◆避難行動要支援者名
簿の追加登録と適正な
運用を図った。

◆手帳の取得者で対象
となる人に対し、制度
の案内を行うとともに
申請受付を行った。ま
た、民生委員の見守り
活動に活用するととも
に、制度の周知と勧奨
活動を行った。

年度ごとの取組内容達成状況

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 取組における効果

順調／達成

◇新たなしくみと
して拡大すること
で、高齢者などの
孤立防止に繋が
る。

◇町内会と民生委
員との連携を位置
づけることによ
り、地域力の醸成
向上が推進でき
る。

①要援護者台帳を
活用した見守りの
しくみを町内会及
び民生委員の協力
により連携を図
る。

取組内容
◆災害時要援護者台帳
を活用した民生委員と
の連携による課題把握
◆民生委員との連携実
施

13
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1年以内 工程 高齢者の見守り支援

1年以内 工程 高齢者の見守り支援

平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

高
齢
者
の
見
守
り
支
援

①災害時要援護者
台帳を活用し、町
内会、民生委員と
の有機的連携を図
ります。

実施⇒ 実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

取組事項 取組概要 目標 年　度 平成２５年度 平成２６年度

№ １６－①ｃ 担当課 長寿応援課

達成状況

№ １６－② 担当課 長寿応援課

取組事項 取組概要 目標 年　度

◆災害時要援護者台帳の追
加登録と適正な運用を図っ
た。
また、関係課より災害時要
援護者台帳を町内会や民生
委員などの団体へ配布を行
い、日ごろからの見守りや
防災訓練などに活用され
た。

◆避難行動要支援者名
簿の追加登録と適正な
運用を図った。

◆避難行動要支援者名
簿の追加登録と適正な
運用を図った。

年度ごとの取組内容達成状況 順調／達成

◇協力・連携を図
ることで災害時の
安否確認や避難支
援などに役立つだ
けでなく、普段の
見守りにも大きな
効果が期待でき
る。

①災害時要援護者台
帳を活用し、高齢者
あんしん相談セン
ター、町内会及び民
生委員との協力・連
携体制を強める。

取組内容
◆災害時要援護者台帳
の活用方法検討
◆連携方法の協議
◆地域支援者の登録

取組実績

◆各担当課及び町内会
所管課との連携によ
り、災害時要援護者台
帳の活用方法と見守り
の視点における課題の
整理及び協議を行っ
た。

取組実績

◆安否確認システムの先進
事例を研究し、「高齢者
ホッとあんしん見守りシス
テム」を構築した。周知を
行い、41事業所と協定し
平成26年3月から新たに事
業を開始した。

高
齢
者
の
見
守
り
支
援

②「民間活力を活
用した安否確認シ
ステム」を構築し
ます。

実施⇒ 実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

◆「高齢者ホッとあん
しん見守りシステム」
の周知を行い、５３事
業所へ協定事業者を拡
充した。

◆「高齢者ホッとあんしん
見守りシステム」の協力事
業者を５５事業所へ拡充し
た。協力事業者により延べ
１１件相談連携がなされ
た。要援護高齢者支援ネッ
トワーク会議を開催しセル
フネグレクト研修を実施し
た。

◆「高齢者ホッとあん
しん見守りシステム」
の協力事業者として、
新たにコンビニエンス
ストアと見守り協定を
行った。結果、協力事
業者数は６６事業所へ
拡充した。

年度ごとの取組内容達成状況

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 取組における効果

順調／達成

◇見守り支援を充
実させることで、
孤立死や虐待の被
害など高齢者をめ
ぐるさまざまな問
題の早期発見・適
切な支援につなげ
ることができる。

◇地域のコミュニ
ティ活性化のきっ
かけになる。

②「民間活力を活用
した安否確認システ
ム」を構築すること
により、さらなる見
守り体制の充実・強
化を図る。また、協
力いただいた団体な
どとは協定を交わ
し、ステッカーや見
守り協力員証を交付
する。

取組内容
◆安否確認システムの
先進事例研究
◆システムの構築、周
知、実施



3年以内 工程 高齢者の見守り支援

1年以内 工程 市民の「足」の確保

平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

高
齢
者
の
見
守
り
支
援

③宗岡地区に高齢
者あんしん相談セ
ンターを設置しま
す。

検討・準備⇒ 検討・準備⇒ 実施⇒ 実施⇒

取組事項 取組概要 目標 年　度 平成２５年度 平成２６年度

№ １６－③ 担当課 長寿応援課

№ １７－ａ 担当課 福祉課

取組事項 取組概要 目標 年　度

◆計画の推進
◆運営事業者を公募により
決定した。
◆宗岡第二中学校区を担当
する高齢者あんしん相談セ
ンター「あきがせ」を設置
し、運営を開始した。

◆平成28年1月より新
設した高齢者あんしん
相談センター「あきが
せ」によって市民の利
便性が向上し、地域の
高齢者の支援体制が強
化された。

年度ごとの取組内容達成状況 順調 順調 順調／達成

◇宗岡地区は高齢
者人口が５千人を
超え、面積的にも
広いため増設によ
り、利便性も良く
なり総合相談や権
利擁護相談への体
制の充実など機能
強化が図れる。

③宗岡地区に新たに
２つ目の高齢者あん
しん相談センターを
設置する。

取組内容
◆計画策定のためのア
ンケート調査

◆審議会による調査審
議を経て、策定委員会
が計画への位置づけを
検討

◆計画の推進
◆運営事業者の公募
◆高齢者あんしん相談
センターの設置・運営

取組実績

◆高齢者保健福祉計
画・第６期介護保険事
業計画策定のためのア
ンケート調査を実施し
た。

◆審議会による調査審
議を経て、策定委員会
が計画への位置づけを
行った。

◆事業の利用実績は平成
26年度33,522件。
市民意識調査の調査項目の
精査をし、その結果を受け
平成27年度事業について
は関係課と協議して継続す
ることとした。

市
民
の
「
足
」
の
確
保

市民の「足」の確
保に向けて、既存
のふれあい号、民
間バス路線を検証
し、路線拡大に向
けて先進事例など
を研究します。

実施⇒ 実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

◆事業の利用実績は、平成
2７年度30,966件。
事業判定会の結果を考慮
し、関係課と協議のうえ、
平成28年度事業について
は継続することとした。

◆事業の利用実績は、
平成28年度25,676
件。引き続き、事業の
方向性について関係課
と協議し、デマンド交
通の本格実施の状況を
勘案しながら、費用対
効果を検討していく。

年度ごとの取組内容達成状況 順調

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

順調 順調 順調／達成

◇利用者などの把
握・整理により、
超高齢社会に対応
した、市民に必要
な事業の検証を行
うことができる。

　市民の生活に必
要な移動支援に対
し、効果的な事業
を再構築するた
め、既存事業であ
るふれあい号の運
行などを検証す
る。

取組内容

◆事業の利用状況の整
理
◆事業の方向性につい
て、関係課との協議
◆先進事例などの研究
◆市民意識調査実施に
伴う調査項目の検討

◆市民意識調査の実施
◆対応策の検討

◆ふれあい号の検証
◆対応策の検討

◆対応策の実施

取組実績

◆事業の利用実績は平
成25年度31,438件。
市民意識調査の実施に
向けて調査項目の検討
を終了した。平成26年
度に向け事業の方向性
について関係課と協議
した。

15
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4年以内 工程 市民の「足」の確保

2年以内 工程
（仮称）志木消防署宗岡
分署の新設に向けた議論

８０～９９％

平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

市
民
の
「
足
」
の
確
保

市民の「足」の確
保に向けて、既存
のふれあい号、民
間バス路線を検証
し、路線拡大に向
けて先進事例など
を研究します。

検討・準備⇒ 検討・準備⇒ 検討・準備⇒ 実施⇒

取組事項 取組概要 目標 年　度 平成２５年度 平成２６年度

№ １７－ｂ 担当課 都市計画課

№ １８ 担当課 防災危機管理課

取組事項 取組概要 目標 年　度

◆民間バス事業者とバ
ス路線の拡大、既存バ
ス路線の充実に向けて
協議を実施。
◆7月から3月まで志木
市デマンド交通実証実
験を実施した。

◆実証実験の結果を踏
まえ、４月から志木市
デマンド交通の本格実
施を開始した。

年度ごとの取組内容達成状況 順調 順調 順調 順調／達成

◇民間バス路線の
路線拡大に向けて
の研究は、交通網
の整備において、
安心、安全に移動
できる交通手段の
確保として効果が
ある。

　民間バス路線の
検証を行い、路線
拡大に向けて、先
進事例などの研究
を行う。

取組内容 ◆バス路線の検証準備
◆市民意識調査実施に
伴う調査項目の検討

◆バス路線の検証及び
調整
◆市民意識調査の実施

◆バス路線の検証及び
調整
◆志木市デマンド交通
実証実験の実施

◆デマンド交通の実施

取組実績

◆各民間事業者の路線
確認、ふれあい号を含
めた意識調査の設問や
スケジュールなどを検
討のうえ、予算に反映
した。

◆民間バス事業者とバ
ス路線の拡大、既存バ
ス路線の充実に向けて
協議を実施。
◆市民意識調査を実施
し、1,391人から回答
を得た。（回収率
44.6%）

◆埼玉県南西部消防本部で
策定した第４次５か年整備
計画（平成２７年度～３１
年度）の中に、宗岡分署が
早期に新設できるよう、位
置付けの協議を行った。

宗
岡
消
防
分
署
の
設
置

「（仮称）志木消
防署宗岡分署」新
設に向けた議論を
加速します。

検討・準備⇒ 実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

◆（仮称）宗岡分署の
新設について検討を早
めに進めるよう、埼玉
県南西部消防本部の第
４次５か年整備計画に
位置付けた。

◆第4次5か年計画整備
計画の進捗について、
埼玉県南西部消防本部
に確認した。今後も、
適宜（仮称）宗岡分署
の建設を働きかけてい
く。

年度ごとの取組内容達成状況 順調

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

遅れている 遅れている 遅れている

◇災害の発生によ
り、いろは橋など
の市内の橋が通行
不能となり、宗岡
地区の災害防御に
志木署などが対応
できない場合など
に、被害の軽減を
図ることができ
る。

　朝霞地区一部事
務組合正副管理者
会議などで議論を
進めていく。

取組内容 ◆埼玉県南西部消防本
部との議論の調整

◆埼玉県南西部消防本
部との議論の実施
◆建設場所の検討・調
整

◆埼玉県南西部消防本
部との議論の実施
◆建設場所の検討・調
整

◆埼玉県南西部消防本
部との議論の実施
◆建設場所の検討・調
整

取組実績

◆埼玉県南西部消防本
部の第３次５か年整備
計画や消防本部分署の
適正配置に係る検討委
員会の検討結果報告書
について、確認を行っ
た。



2年以内 工程 市民病院の民間移譲

２年以内 工程 歩行環境の整備

平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

市
民
病
院
の
民
間
移
譲

現状の市民病院を
民間医療機関に移
譲します。

検討・準備⇒ 実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

取組事項 取組概要 目標 年　度 平成２５年度 平成２６年度

№ １９ 担当課 健康政策課（病院事業室）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

№ ２０ 担当課 都市計画課

取組事項 取組概要 目標 年　度

◆平成26年４月１日よ
り、医療社団法人武蔵野会
による「TMG宗岡中央病
院」として診療を開始し
た。
◆旧市民病院の清算業務を
実施した。

◆医療法人社団武蔵野会が旧市
民病院跡地に建設した新病院棟
において、TMG宗岡中央病院の
外来診療を9月24日から、一般
病棟60床、回復期リハビリテー
ション病棟４０床の入院機能を
10月1日から開始した。
◆TMG宗岡中央病院が平成28
年3月11日救急病院として認定
された。

◆朝霞地区の病院群が輪番制
で休日・夜間の第二次救急医
療を提供する「朝霞地区病院
群輪番制」にTMG宗岡中央病
院が平成28年４月1日から、
参加するとともに、人間ドッ
クも開始するなど、住み慣れ
た地域で安定した地域医療
サービスが提供された。

年度ごとの取組内容達成状況 順調／達成

◇地域医療を継続
して提供していく
体制を確保するこ
とができる。

◇経営形態を見直
すことにより、病
院経営の健全化を
図ることができ
る。

　平成26年4月1
日より民間医療機
関に移譲。

取組内容
◆移譲先医療機関の決
定
◆基本協定の締結
◆詳細協定の協議
◆公営企業会計の整理

◆民間医療機関による
医療提供開始

取組実績

◆移譲先医療機関を平成
25年7月8日に医療法人社
団武蔵野会に決定し、平成
25年9月25日に基本協定
を締結、平成26年4月1日
に詳細協定を協議、締結し
た。
◆公営企業会計の整理を実
施した。

順調 順調／達成

◇歩行者用信号機
の青時間や横断歩
道の配置を検証・
改善することで、
高齢者や子供達が
安心して道路を歩
くことができるよ
うになる。

①歩行者用信号機
の適正な時間を確
保するため、埼玉
県警察（公安委員
会）と調整を行
う。

②市内道路を総点
検し、横断歩道の
設置場所などを検
証し、埼玉県警察
（公安委員会）と
調整する。

取組内容
◆①市内の信号機の調
査
◆②市内道路の横断歩
道の総点検

◆①歩行者用信号機の
青信号時間の検証
◆①②検証結果をもと
に、警察署との調整

取組実績

◆①市内の信号機の検
証に向けた事前調査を
実施した。
◆②市内道路の横断歩
道の総点検を実施し
た。

歩
行
環
境
の
整
備

①すべての歩行者
用信号において
「青信号の時間の
確保」に向けた検
証を実施します。

②また、市内道路
を総点検しながら
横断歩道の適正配
置を行います。

実施⇒ 実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

◆市内の信号機の青信号時間を
調査し、5か所の信号機の青信号
時間の確保について朝霞警察署
に要望書を提出し、うち2か所に
ついて青信号時間の延長処理を
実施した。（残り３か所につい
ては、再調査の結果、基準時間
をクリアした。）
また、市内道路の総点検結果に
基づき、朝霞警察署に横断歩道
の引き直しを52か所要望した。

◆埼玉県警察（公安委
員会）において横断歩
道35か所の引き直しを
実施した。

◆埼玉県警察に横断歩
道新設４カ所、補修４
カ所要望した。

年度ごとの取組内容達成状況
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1年以内 工程 対話による障がい者支援

3年以内 工程 市内事業者の支援

№ ２１ 担当課 福祉課

◇志木市地域自立支援
協議会は、障がい者団
体、保健、福祉、医
療、教育、労働の関係
者及び市民や識見を有
する人により構成され
た協議会であることか
ら、障がい者施策にお
ける課題の整理や支援
体制の拡充など、当事
者を含む多くの意見を
もとに、障がい者が社
会参加しやすいまちづ
くりの推進に向けて取
り組むことができる。
また、部会の設置に伴
い、市民の意見や要望
など声を吸い上げる機
会が増加する。

「志木市地域自立
支援協議会」を活
用し、市の障がい
者施策の基本とな
る計画の策定や進
捗管理に参加する
しくみを拡充する
ことで、対話を通
じた施策形成と実
施を推進します。

取組内容
◆地域自立支援協議会
の活用
◆部会設置に向けた検
討・準備

◆地域自立支援協議会
の活用
◆部会の設置・推進

取組実績

◆部会の設置に向けた
検討を行った結果、二
つの専門部会(ビジョン
部会、暮らし部会）と
することを決定し、平
成26年５月に全体会及
び部会の開催を予定し
ている。

平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

対
話
に
よ
る
障
が
い
者
支
援

障がい者に対して
温かい行政施策を
展開するために、
積極的な対話を通
して施策計画段階
から当事者に関
わっていただくし
くみを作ります。
障がい者ご本人の
意思を尊重した政
策を実施しなが
ら、地域支援体制
の拡充、社会参
加、就労へとつな
げていきます。

実施⇒ 実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

取組事項 取組概要 目標 年　度 平成２５年度 平成２６年度

６．地産地消、地元経済に元気・活気を取り戻す

№ ２２ 担当課 産業観光課

取組事項 取組概要 目標 年　度 平成２５年度

◆全体会及び専門部会
で、第４期障がい福祉
計画策定に向けて意見
のとりまとめを行っ
た。また、相談支援体
制の充実について話し
合った。

◆全体会及び専門部会
で、障害者差別解消法
の職員対応要領につい
て検討した。また、相
談支援事業所が抱える
課題等の共有を行っ
た。

◆全体会及び専門部会で、
地域での課題に関するこ
と、通所事業所の実習に関
すること、教育・福祉の連
携について検討を行った。
また、福祉事業所に関する
情報提供のため地域の福祉
マップの作成を行った。

年度ごとの取組内容達成状況 順調／達成

◇既存の商工会･商
店会などの支援に
関する補助制度を
検証・見直し、状
況に応じたきめ細
かな支援をするこ
とで、事業者など
の活性化につなが
る。

　現在、商店会な
どがかえている課
題などを解決し活
性化が図れるよ
う、既存の商店会
支援に関する補助
制度などを見直
し、より充実した
新たな補助制度と
する。

取組内容 ◆既存の補助金要綱の
見直し
◆新たな支援策の研究

◆新たな補助制度開始
◆新たな支援策に向け
た関係者との協議

◆新たな支援実施
◆事業者の意見聴取、
検証

取組実績

◆既存の補助金要綱の
見直しを行うととも
に、新たに空き店舗活
用事業の補助金制度を
設けた。

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

市
内
事
業
者
の
支
援

公平公正な視点で
各種制度を見直
し、市内業者の元
気回復に向けて、
積極的に取り組み
ます。

検討・準備⇒ 一部実施⇒ 実施⇒

◆市内の商工会等が行うにぎ
わいの創出を図るため、志木
市にぎわいのまちづくり創出
事業補助金交付要綱（平成26
年４月１日施行）を施行し
た。
また、関係者との協議の結
果、新たな支援策として「志
木市空き店舗等情報登録制度
実施要綱」の推進を図った。

◆志木市にぎわいのま
ちづくり創出事業補助
金制度を設け、商工業
の振興等のイベントに
対して支援を行った。

◆志木市にぎわいのま
ちづくり創出事業補助
金制度により、商工業
振興等のイベントであ
る「春の親水公園まつ
り」や「カッピーとく
とくゼミ」などに対し
て支援を行った。

年度ごとの取組内容達成状況 順調 順調 順調／達成

実施⇒



3年以内 工程 農産物販売ルートの拡大

3年以内 工程 まちのにぎわい創出

№ ２３ 担当課 産業観光課

取組事項 取組概要 目標 年　度

◆販売ルートの拡大に向け調
整した結果、大手スーパーに
生産者が出荷できた。
既存のアグリシップしきを土
曜市と改め開催した。
農産物に付加価値を付けるた
め、特別栽培米の作付面積を
増やした。

農
産
物
販
売
ル
ー
ト
の
拡
大

地元農産物を販売
するルートの拡大
を模索するととも
に、地元農産物の
付加価値向上を図
ります。

検討・準備⇒ 検討・準備⇒ 実施⇒ 実施⇒

◆アグリシップしきやしきの
土曜市を開催し、従来のやり
方にとらわれずイベントと同
時開催するなど、地元農産物
を手に取ってもらう機会を増
やした。また、平成26年度に
作付した特別栽培米を収穫す
るとともに、さらに作付面積
を増やした。

◆「アグリシップしき」や毎月
第４土曜日に「しきの土曜
市」、第２回ノルディック
ウォーキング・ポールウォーキ
ング全国大会で地元農産物の販
売を行った。また、市が農家と
事業所とを仲介し、地元スー
パーなどの市内店舗に地元農産
物を出荷するルートを確立した
ほか、特別栽培農産物生産者へ
の補助も行った。

年度ごとの取組内容達成状況 順調

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

ま
ち
の
に
ぎ
わ
い
創
出

地域の産業、観光
資源、ゆるキャラ
などをあらゆる機
会、ツールを通じ
てＰＲします。
また、市民花火大
会の充実など、ま
ちのにぎわいを創
出します。

検討・準備⇒ 検討・準備⇒ 実施⇒ 実施⇒

取組事項 取組概要 目標 年　度 平成２５年度 平成２６年度

順調 順調 順調／達成

№ ２４ 担当課 産業観光課

◇販路の拡大に伴
い、農産物販売と生
産者の生産意欲の増
加につながる。農地
が有効活用されるこ
とにより、優良農地
の保全をすることが
できる。
また、農産物に付加
価値をつけることに
より、生産者の生産
意欲が向上するとと
もに、消費者の充実
した購買意欲につな
がる。

　農産物の販路拡
大の研究・検討す
る。
　また、農産物特
別栽培認証制度や
消費者が納得する
付加価値とするた
めの検討を行うと
ともに、その農産
物づくりを推進す
る。

取組内容

◆販売ルートの拡大
◆販売先の調整、確保
◆付加価値農産物の検
討
◆計画栽培のための生
産者との意見交換

◆販売先及び生産者と
の調整
◆付加価値農産物の作
付け依頼
◆販売先及び生産者と
の協議・調整

◆付加価値を付与した
農産物の作付け、生産
◆計画栽培の実施
◆新たな販売の検証

◆付加価値を付与した
農産物の作付け、生産
◆計画栽培及び支援の
拡充

取組実績

◆販売ルート拡大に向け、大
手スーパーや商工会と意見交
換、調整を行なうとともに、
アグリシップの土曜開催に向
け、準備を行った。また、付
加価値農産物栽培に向け、JA
や農家と意見交換、調整を行
ない、要綱改正や予算措置を
行った。

◆志木市観光ＰＲキャラク
ターを活用したオリジナルコ
ミック付き観光ガイドブック
を作成するとともに、第16回
志木市民花火大会を開催、さ
らには市内保育園・幼稚園の
園児たちが作成した「オリジ
ナル鯉のぼり」をいろは親水
公園で掲揚し、にぎわいの創
出を図った。

◆市内保育園・幼稚園の園児た
ちが作成した「オリジナル鯉の
ぼり」をいろは親水公園で掲揚
し、にぎわいの創出を図った。
また、志木市まちの担い手育成
塾第２期がスタートし、視察研
修や勉強会を実施した。さら
に、観光ＰＲキャラクターが登
場するＶＲ（仮想現実）体験を
市内外の各種イベントにおいて
実施し、市のＰＲを行った。

年度ごとの取組内容達成状況 順調 順調 順調／達成

◇観光資源を活用
した様々な事業を
展開を行い、多く
の集客を図ること
でまちのにぎわい
が創出される。

◇志木市の魅力を
積極的に情報発信
していくことで、
市内外からの多く
の集客が期待でき
る。

　新たな観光資源
を活用し、まちの
創出事業を展開す
る。また、にぎわ
いを総合的に創出
する観点から、第
三者機関（コンサ
ルタントなど）の
関与を図る。

取組内容
◆新たな資源活用の情
報収集
◆ゆるキャラの活用
◆第三者機関との関与

◆事業の研究・企画
◆活動支援・情報発信
◆花火大会等の企画立
案
◆第三者による検証

◆観光ガイドブックの
作成
◆新たなイベントの実
施
◆花火大会の開催

取組実績

◆志木市まちの担い手育成
塾の開設に向けての準備、
にぎわいづくりのアドバイ
ザーの人選、ゆるキャラの
活動支援のための予算措
置、観光パンフレット刷新
のための検討と駅前設置の
準備を行った。

◆志木市まちの担い手育成
塾に第三者機関のアドバイ
ザーを講師として招き、視
察研修や勉強会を実施し
た。
また、花火大会について
は、関係機関と調整し企画
立案を実施した。
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1年以内 工程 企業誘致の強化

３０～５９％

1年以内 工程 庁舎の建替え

№ ２５ 担当課 産業観光課・都市計画課

取組事項 取組概要 目標 年　度

◆市、商工会、地元不動産
業者の3者協議会を設け、
協議した。
バイパス整備の事業主体で
ある埼玉県と定期的に打ち
合わせを行い、用地確保の
進捗及び道路整備の状況に
ついて、把握した。

企
業
誘
致
の
強
化

①地元不動産業者
などとの連携を図
り、企業誘致に向
けて取り組みを強
化します。

②また、将来の２
５４号バイパス開
通を起爆剤と捉
え、市民、商工
会、専門家と意見
交換をし、早期に
夢のある沿道まち
づくりビジョンを
作成します。

実施⇒ 実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

◆２５４号バイパス開
通後の企業誘致に向け
関係機関と協議を実施
した。

◆２５４号バイパス整
備の事業主体である埼
玉県において、開通整
備に向けた検討会が開
始された。

年度ごとの取組内容達成状況 順調

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

庁
舎
の
建
替
え

市役所の建替えの
現在の方針につい
て、改めて課題を
整理しながら検討
し、最終的な結論
を出していくしく
みを整えます。

実施⇒ 実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

取組事項 取組概要 目標 年　度 平成２５年度 平成２６年度

遅れている 遅れている 遅れている

№ ２６ 担当課 新庁舎建設推進室

◇254号バイパスは
宗岡地区の新たな都
市軸となり、商業店
舗・外食産業・優良
企業などを誘致する
ことにより、バイパ
ス沿道だけではな
く、志木市全体が大
きく発展することが
見込める。

　志木市の将来の
発展のため、企業
誘致に取り組み、
特に大きく発展が
見込める２５４号
バイパス沿道は多
様な意見を取り入
れ、まちづくり進
めていく。

取組内容
◆意見交換

◆道路の整備状況の把
握

◆関係する地権者、団
体などの意向調査

◆バイパス整備の進捗
状況により、企業誘致
策の検討

取組実績

◆地元不動産業者と意
見交換を行うととも
に、専門家に相談し、
企業誘致に向けてのア
ドバイスをいただい
た。

◆志木市庁舎及び市民
会館建設事業手法等比
較検討として、建設事
業費や事業手法等のよ
り詳細な比較検討を
行った。

◆市庁舎整備の方向性
について、市庁舎単独
で現市庁舎用地に建設
することを決定した。

年度ごとの取組内容達成状況 遅れている 遅れている 遅れている 順調／達成

◇現庁舎は、耐震性
能が不足し、老朽化
が進行していること
から、大規模な地震
などの発生により倒
壊の恐れがあり、事
業実施により、長期
にわたり、安全性が
確保される。また、
建て替えにより、基
本計画検討委員会な
どで、市民の意見も
聴取することが可能
であり、市民が安心
して生活が出来る環
境が整う。

　既存庁舎の耐震
性能不足及び老朽
化により早期の実
施。

取組内容
◆志木市庁舎建設基本
計画検討委員会による
検討
◆基本計画の策定

◆新庁舎建設推進室を設置
◆志木市庁舎及び市民会館
複合化施設建設基本計画検
討委員会による検討
◆市民会館との複合化に向
けた基本計画の策定

◆志木市庁舎及び市民
会館建設事業手法等比
較検討

◆方針の決定

取組実績

◆志木市庁舎建設基本
計画検討委員会を設置
し、基本方針など必要
事項について検討・協
議を行った。
◆市民会館との複合化
の検討が行われた。

◆市役所内部に新庁舎建設
推進室を設置した。
また、志木市庁舎及び市民
会館複合化施設建設基本計
画検討委員会を立ち上げ、
庁舎の建替えに関する基本
方針や必要な事項について
検討・協議を行い、基本計
画（案）を策定した。



3年以内 工程
空き店舗・空き家バンク
の創設

3年以内 工程
空き店舗・空き家バンク
の創設

№ ２７－ａ 担当課 産業観光課

取組事項 取組概要 目標 年　度

◆志木市商工会の空き店舗
支援部会と連携し空き店舗
の調査・確認を実施。
◆「志木市空き店舗等活用
事業補助金要綱」に基づき
平成27年4月1日より補助
を開始する。
◆事業の周知・PR方法を
検討。

空
き
店
舗
・
空
き
家
バ
ン
ク
の
創
設

民間の力を活用し
て、市内の空き店
舗・空き家情報を
一元化し、一般に
利用者を募る
「（仮称）空き店
舗・空き家バン
ク」を創設しま
す。

検討・準備⇒ 検討・準備⇒ 実施⇒ 実施⇒

◆志木市空き店舗等情報登録
制度により空き店舗バンクを
創設し、市ホームページ上で
空き店舗情報を提供した。
◆空き店舗情報登録制度及び
空き店舗活用事業補助金制度
について、市広報紙への掲載
やチラシの作成によりPRし
た。

◆志木市空き店舗等情報登
録制度により、４件の空き
店舗利用で３事業所の事業
開始に結び付いた。
◆空き店舗情報登録制度及
び空き店舗活用事業補助金
制度について、市広報への
掲載やチラシの作成により
継続的にPRを実施した。

年度ごとの取組内容達成状況 順調

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

空
き
店
舗
・
空
き
家
バ
ン
ク
の
創
設

民間の力を活用し
て、市内の空き店
舗・空き家情報を
一元化し、一般に
利用者を募る
「（仮称）空き店
舗・空き家バン
ク」を創設しま
す。

検討・準備⇒ 検討・準備⇒ 実施⇒ 実施⇒

取組事項 取組概要 目標 年　度 平成２５年度 平成２６年度

順調 順調／達成

№ ２７－ｂ 担当課 環境推進課・建築開発課

◇空き店舗が有効
利用・活用される
ことにより、市内
商店会に新たな活
気が生まれる。

◇様々な団体に活
動の場が提供され
る。

　市内の空き店
舗・空き家状況を
常時リスト化し、
そのリスト施設を
企業誘致や団体の
活動拠点にするな
ど活用を図り、
もって地域の活気
を見出す。

取組内容 ◆事業の創設にあた
り、内容を検討する

◆要綱などの制定
◆空き店舗、空き家の
調査、確認
◆事業の周知、PR方法
の検討

◆（仮称）空き店舗・
空き家バンクの創設
◆事業の周知、PR

取組実績

◆空き店舗・空き家バ
ンク事業の創設に向
け、地元不動産業者と
事業の運用などについ
て、意見交換を行なっ
た。

◆平成26年度実態調査分の追
跡調査や、埼玉県空き家対策連
絡会議において空き家対策・利
活用についての情報収集を行
い、法令に基づいた「志木市空
き家等対策計画」を策定すると
ともに、「志木市空き家等バン
ク実施要綱」を制定し、平成
28年4月1日より志木市空き家
等バンクを創設した。

◆平成29年度以降の各種対策の基
礎資料とする目的で、市内全域の
空き家実態調査を実施し、当該内
容のデータベース化を図った。ま
た、老朽空き家のうち、本市に建
物・土地の寄附採納がなされた物
件における除却の措置を講じた。
さらに、「志木市空き家等バンク
制度」と「志木市空き家等バンク
仲介手数料補助金制度」の運用を
図った。

年度ごとの取組内容達成状況 順調 順調 順調／達成

◇モデル的にエリア
を限定し、老朽空き
家の実態調査と法的
な判断を行い、老朽
空き家の状況を分析
することで、今後の
空き家対策の基礎資
料にできる。

◇空き家が有効利
用・活用されること
は、地域の防犯対策
につながる。

　モデル的にエリ
アを限定し、老朽
空き家の実態調査
を行う。

取組内容
◆老朽空き家の状況と
他市の対応状況や事例
を調査
◆空き家対策の検討

◆空き店舗、空き家の調
査・確認の支援
◆要綱制定に必要な建築基
準法など関連法規等法的支
援

◆平成26年度に実施した
調査の追跡調査実施
◆埼玉県空き屋対策連絡会
議における空き屋対策、利
活用の情報収集
◆法令に基づく、空き家等
対策計画の作成

取組実績

◆市内２か所のモデル
地区の調査を実施し
た。
◆先進的な取り組みに
関して情報収集した。

◆各町内会の協力のもと、
市内全域の空き家の実態調
査を実施し、データーベー
ス化を環境推進課と連携し
て行った。なお、平成26
年11月に「空き家等対策
の推進に関する特別措置
法」が施行された。
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2年以内 工程 入札制度改革

3年以内 工程 学童保育の年齢拡大

取組における効果 達成状況

№ ２８ 担当課 総務課

取組事項 取組概要 目標 年　度

取組実績

◆工事予定価格の事前公表
を事後公表に改め、設計額
を事前公表とした。
◆工事請負業者の地域要件
を、市内業者とする設計金
額を2,000万円以下から
4,000万円以下に引き上げ
た。

入
札
制
度
改
革

地域経済の活性化
の観点を踏まえた
入札制度の改革を
すすめます。

検討・準備⇒ 実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

◆入札時の地域要件や失格基準
について、弾力的な運用を行う
ことで、市内業者が入札参加及
び受注できる機会を増やした。
◆工事請負業者の地域要件を、
市内業者とする設計金額を一律
4,000万円以下から建築工事で
7,000万円、土木工事で5,000
万円以下に引き上げた。

◆入札時の地域要件や失格基準
について、弾力的な運用を行う
ことで、市内業者が入札参加及
び受注できる機会を増やした。
◆工事請負業者の地域要件を、
市内業者とする設計金額を一律
4,000万円以下から建築工事で
7,000万円、土木工事で5,000
万円以下に引き上げ、入札を実
施した。

◆入札時の地域要件や失格基準
について、弾力的な運用を行う
ことで、市内業者が入札参加及
び受注できる機会を増やした。
◆工事請負業者の地域要件を、
市内業者とする設計金額を一律
4,000万円以下から建築工事で
7,000万円、土木工事で5,000
万円以下に引き上げ、入札を実
施した。

年度ごとの取組内容達成状況

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

学
童
保
育
の
年
齢
拡
大

学童保育クラブ利
用者のニーズを把
握しながら、対象
年齢の引き上げを
行い、６年生まで
拡大を実施しま
す。

検討・準備⇒ 検討・準備⇒ 実施⇒ 実施⇒

取組事項 取組概要 目標 年　度 平成２５年度 平成２６年度

順調 順調／達成

７．次代を担う志木っ子たちのために

№ ２９ 担当課 子ども家庭課

◇地域振興の観点から
確実に実感できる入札
制度改革に取り組め
る。

◇効果の期待できる改
革から実行し、その都
度、功罪を検証するこ
とで着実に入札制度改
革を実行することがで
きる。

◇常に制度改革の弊害
と向き合うことができ
るので、制度改革の副
作用を抑えることがで
きる。

　地域経済を活性
化する入札制度の
在り方を検討し、
期待すべき入札制
度を妨げる阻害要
因を探りかつ排除
することにより地
域経済の活性化に
資する入札制度の
実現を目指す。

取組内容 ◆現在の入札制度の在
り方について検討

◆入札制度改革の検
証・実施
◆入札額による失格基
準の検討・実施

◆条例・規則の改正を
実施した。
◆志木第二学童保育ク
ラブ、宗岡学童保育ク
ラブを増設した。

◆各学童保育クラブ
で、６年生までの学童
の受け入れを実施し
た。
◆志木第三学童保育ク
ラブ別棟を増設した。

◆小学校の余裕教室を
活用することにより、
学童の受入れを拡大し
た。

年度ごとの取組内容達成状況 順調 順調／達成

◇保護者が就労な
どにより日中保育
することができな
い、小学校4年生以
上の子どもが、学
校の放課後や夏休
みなどの長期休校
日に安心･安全な居
場所ができる。

　「子ども・子育
て支援事業計画」
を策定する過程
で、ニーズ調査を
実施し、必要とす
る保育施設の整備
を計画的に行いま
す。

取組内容 ◆学童保育クラブの受
入枠拡大に向け、市民
意識調査の実施

◆条例・規則の改正
◆施設の整備

◆対象年齢の引き上げ
実施

取組実績

◆学童保育クラブの受
入枠拡大に向け、アン
ケート調査を実施し
た。



2年以内 工程 放射能汚染の監視強化

1年以内 工程
子ども医療費の窓口払い
撤廃

達成状況

№ ３０ 担当課 環境推進課・子ども家庭課

取組事項 取組概要 目標 年　度

取組実績

◆平成25年9月から、測定
箇所にいろは親水公園を追
加し、放射線量を継続的に
把握し、公表している。
◆測定器購入について、市
内民間幼稚園、保育園を対
象に意向調査を実施した。
◆補助金交付要綱を制定し
た。

放
射
能
汚
染
の
監
視
強
化

①市内公共施設の
放射能汚染の測定
場所、測定回数を
増やします。

②必要に応じて民
間の幼稚園、保育
園に測定器の購入
を補助し、併せて
給食食材の検査を
強化します。

一部実施⇒ 実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

◆特定市有施設で空間放射線
量を測定し、ホームページに
て公表した。
また、志木市空間放射線測定
器及び放射性物質測定器購入
費補助金交付要綱（平成26年
4月1日施行）を制定し、幼稚
園（１園）に空間放射線測定
器購入費の補助を行った。

◆特定市有施設（市役所、
小・中学校：12施設、保
育園：5施設及び公園：7
施設）で空間放射線量を測
定（毎月実施）し、ホーム
ページにて公表した。

◆特定市有施設（市役所、
小・中学校：12施設、保
育園：5施設及び公園：7
施設）で空間放射線量を測
定（毎月実施）し、ホーム
ページにて公表した。

年度ごとの取組内容達成状況

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 取組における効果

平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

子
ど
も
医
療
費
の
窓
口
払
い
撤
廃

近隣市の医師会と
連携し、子ども医
療費の窓口払い撤
廃に向けた協議を
加速します。

実施⇒ 実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

取組事項 取組概要 目標 年　度 平成２５年度 平成２６年度

順調 順調／達成

№ ３１ 担当課 子ども家庭課

◇既存実施状況の
見直しにより、放
射線量の現状を継
続的に把握するこ
とができる。

◇民間幼稚園・保
育園への補助の実
施により、必要に
応じた実態把握が
可能になる。

　既存測定場所、
測定回数を見直
し、継続したデー
タ収集を行うとと
もに、民間幼稚
園、保育園を対象
に測定器購入の補
助をおこなうこと
で放射能汚染の監
視強化を図る。

取組内容

◆既存の測定実施状況の見
直しを行い、放射線量を継
続的に把握
◆測定器購入について、市
内民間幼稚園、保育園を対
象に意向調査を実施
◆補助金交付要綱の制定

◆補助金交付要綱の施
行

◆２市１町（富士見
市・ふじみ野市・三
芳町）の医療機関等
で平成25年12月診
療分より窓口無料化
を実施した。

◆２市１町（富士見
市・ふじみ野市・三
芳町）の医療機関等
で平成25年12月診
療分より窓口無料化
を実施した。

◆２市１町（富士見
市・ふじみ野市・三芳
町）の医療機関等で平
成25年12月診療分よ
り窓口無料化を実施し
た。

年度ごとの取組内容達成状況 順調／達成

◇現在朝霞４市の
医療機関などでは
窓口払いを行って
いないため、同じ
ように東入間地区
においても窓口払
いがなくなること
で受給者の利便性
が向上する。

　東入間地区２市
１町（富士見市・
ふじみ野市・三芳
町）の医療機関な
どにおける医療費
窓口払いの撤廃

取組内容

◆東入間医師会との協
議
◆関係機関との調整
◆地域拡大の周知
◆東入間地区での窓口
払いの無料化実施

取組実績

◆東入間医師会等との
協定を締結し、２市１
町（富士見市・ふじみ
野市・三芳町）の医療
機関等で平成25年12
月診療分より窓口無料
化を実施した。
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2年以内 工程
子ども医療費の完納要件
の見直し

1年以内 工程 教育環境の充実

達成状況

№ ３２ 担当課 子ども家庭課

取組事項 取組概要 目標 年　度

取組実績

◆子ども医療費の助成
に関する条例規則の一
部改正及び同基準を制
定し平成26年４月より
新制度実施。

子
ど
も
医
療
費
の
完
納
要
件
の
見
直
し

市税などを分割納
付している場合で
も、子ども医療費
が無料になるよ
う、制度設定を見
直します。

検討・準備⇒ 実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

◆子ども医療費の助成
に関する条例規則の一
部改正及び同基準を制
定し平成26年４月より
新制度実施した。

◆子ども医療費の助成
に関する条例規則の一
部改正及び同基準を制
定し平成26年４月より
新制度実施した。

◆子ども医療費の助成
に関する条例規則の一
部改正及び同基準を制
定し平成26年４月より
新制度実施した。

年度ごとの取組内容達成状況

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 取組における効果

平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

教
育
環
境
の
充
実

①児童・生徒の基
礎体力・基礎学力
ともに県内１番を
目指します。

実施⇒ 実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

取組事項 取組概要 目標 年　度 平成２５年度 平成２６年度

順調／達成

№ ３３－① 担当課 学校教育課

◇子ども医療受給
資格者が増加し、
安心して医療機関
に診療できる。

　市税などの分納
者に対しても子ど
も医療の受給資格
を付する。

取組内容
◆分割誓約者の実態調
査
◆関係規則などの精査
◆ホームページ、広報
などにより周知

◆新制度での実施

◆当初の計画どおり、研究
委嘱校の研究発表支援をす
るなど取組内容の全てを実
施した。また、全ての取組
内容の拡充に向け、次年度
の予算に計上した。

◆中学生の基礎学力の向上のた
め、市内中学校全４校におい
て、夏季休業中の補習授業とし
て、「サマースクール2014」
を実施した。
また、小学生の基礎体力の向上
のため、市内全小学校に体力向
上指導員を派遣するとともに、
志木小学校を体力向上重点校と
して、ティームティーチングで
行う体育授業サポーターを配置
した。

◆学力向上策としてしきステップ
アッププランを導入し、小学校第4
学年に教員を重点的に配置すること
で、ティームティーチングによる個
の習熟に応じた学習指導を行った。
また、イングリッシュキャンプで
は、小学校中・高学年参加の２日間
に分け、発達段階に則した形式で開
催した。
◆ＩＣＴ機器を設置し、教員のＩＣ
Ｔ活用力が向上したことにより、Ｉ
ＣＴを利用した授業が多く展開され
るようになってきた。

◆学校教育推進員による学校
訪問において研修を進め、指
導力向上に努めた。
◆志木小学校に体育授業サ
ポーターを配置し、指導力の
向上を図るとともに、タブ
レット端末を使用し、自身の
運動を振り返る等、ＩＣＴ機
器を用いた体育授業を展開す
ることで、児童の体力向上に
向けた支援を行った。

◆サマースクール２０１６
◆イングリッシュキャンプ

◆基礎学力アップ事業
◆小学校理科実験支援員
◆ハタザクラプラン

◆基礎学力アップ事業
◆小学校理科実験支援員
◆ハタザクラプラン

◆基礎学力アップ事業
◆小学校理科実験支援員
◆ハタザクラプラン
◆しきステップアッププラン

◆基礎学力アップ事業
◆小学校理科実験支援員
◆ハタザクラプラン
◆しきステップアッププラン

◆志木市の小中学校の体力実
態の把握

◆体育授業サポーター ◆体育授業サポーター ◆体育授業サポーター

◇教員の授業力を直
接高める事業や、効
果的な授業が展開で
きるような授業を支
援し、さらには、直
接児童生徒の意欲や
興味関心を高めるイ
ベント事業を行うこ
とで、埼玉県一授業
のうまい先生のいる
志木市となり、児童
生徒の学力、体力が
共に向上できる。

取組内容

◆研究委嘱校の研究発表を支
援

◆研究委嘱発表校の拡大
◆ICT研究指定の委嘱研究

◆研究委嘱発表の充実
◆ICT研究指定の委嘱研究

◆研究委嘱発表の充実
◆ICT研究指定の委嘱研究

◆中３チュータープラスワン
事業

◆サマースタディーの拡大
（名称変更）
◆イングリッシュキャンプ

◆サマースクール２０１５
◆イングリッシュキャンプ

年度ごとの取組内容達成状況 順調 遅れている 遅れている 遅れている

①志木市の教員の
指導力を向上させ
ることで、児童・
生徒の学力と体力
を高める。 ６０～７９％

◆フッ化物洗口実施（市内２
校）

◆フッ化物洗口拡大
◆一度できたら一生もの事業

◆フッ化物洗口事業
◆一度できたら一生もの事業

◆フッ化物洗口事業
◆一度できたら一生もの事業

取組実績



3年以内 工程 教育環境の充実

3年以内 工程 教育環境の充実

６０～７９％

平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

教
育
環
境
の
充
実

②土曜授業、小中
一貫校の研究を行
い、既存事業の充
実を図りながら、
地域に信頼される
学校づくりを支援
します。

一部実施⇒ 一部実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

取組事項 取組概要 目標 年　度 平成２５年度 平成２６年度

№ ３３－② 担当課 学校教育課

№ ３３－③ 担当課 学校教育課

取組事項 取組概要 目標 年　度

◆土曜日授業の代案として試行
した夏季休業の短縮について
は、教育課程検証委員会で検証
を行い、期間を見直して、平成
28年度以降実施することとし
た。
◆小中一貫教育の研究は、４中
学校区で取り組んでおり、特に
志木第二中学校区、宗岡第二中
学校区で研究を進めた。

◆夏季休業の短縮を実施した
ことにより、授業時数の確保
を確実に行うことができた。
◆小中一貫教育の研究は、４
中学校区で取り組んでおり、
特に志木第二中学校区で研究
を進め、教員の乗り入れ授業
を行い、中１ギャップ解消
等、諸課題の解決に向けて取
り組んだ。

年度ごとの取組内容達成状況 順調 順調 順調 順調／達成

◇授業時数が安定
して確保され、児
童生徒の学力が向
上する。

◇小中でのカリ
キュラムを一部共
有することで、一
貫した教育が推進
され、中１での不
適応が解消され
る。

②基礎学力向上や
地域に開かれた学
校づくり、授業時
数確保の観点から
土曜日授業、小中
一貫教育の実施に
向けた研究を行
う。

取組内容

◆土曜日授業の実施に
関わる検討委員会の立
ち上げ
◆小中一貫教育の研究
として、モデル校での
研究実践

◆検討委員会による検
討
◆小中一貫教育のため
の研究（４中学校区）

◆検討結果により、新
たな計画で実施
◆開校記念日を通常授
業
◆夏休み短縮の試行
◆小中一貫教育のため
の研究（４中学校区）

◆夏休み短縮の実施
◆小中一貫教育のため
の研究（４中学校区）

取組実績

◆土曜日授業の実施に
向けては教育課程検討
委員会で検討してい
る。
◆小中一貫教育の研究
を、志木第二中学校、
志木中学校で進めた。

◆土曜日授業の実施に向け
ては引き続き教育課程検討
委員会で検討している。
◆小中一貫教育の研究は、
志木第二中学校、志木中学
校で取り組みを進めた。

◆各中学校の部活動へ
外部人材を登用し、部
活動の活性化を図っ
た。
◆新たな部活動への登
用を検討した。

教
育
環
境
の
充
実

③中学校部活動を
充実させ、心身と
もに鍛える環境を
整えます。

一部実施⇒ 一部実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

◆各中学校の部活動へ外部
人材を登用し、部活動の活
性化を図った。
◆新たな人材を確保し、登
用した。
（部活動加入率：約93.3％）

◆新たに文化部へ２人の
外部指導者を登用し、総
勢１４人の外部指導者に
て部活動の活性化を図っ
た。
（部活動加入率：
約92.8％）

年度ごとの取組内容達成状況 順調

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

順調 遅れている 遅れている

◇小規模校におい
て教員以外の指導
者を充てること
で、新たな部活動
の創設が可能とな
る。

◇全ての生徒が部
活動による居場所
を確保することで
心の安定を保ち中
学校生活を豊かに
することができ
る。

◇一人一人の個性
を生かし、落ち着
きと活力のある中
学生を育成するこ
とができる。

③スポーツエキス
パート事業を更に
発展させ、運動部
活動や文化部活動
への支援制度をつ
くり、中学校部活
動の実質的な加入
率を１００％にす
る。

取組内容
◆部活動の外部人材の
実態分析
◆新プランについて検
討

◆新プランでの部分実
施

◆新プランでの完全実
施

◆新プランでの完全実
施

取組実績

◆各中学校の部活動へ
外部人材を登用し、部
活動の活性化を図っ
た。
◆新たな部活動への登
用を検討した。
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3年以内 工程 教育環境の充実

2年以内 工程 伝統文化の継承

平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

教
育
環
境
の
充
実

④地域力を生かし
た「放課後子ども
教室」の拡大、小
学生対象の「放課
後学習教室」の創
設に向けた検証を
行います。

検討・準備⇒ 一部実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

取組事項 取組概要 目標 年　度 平成２５年度 平成２６年度

№ ３３－④ 担当課 生涯学習課

達成状況

№ ３４ 担当課 生涯学習課

取組事項 取組概要 目標 年　度

◆放課後子ども教室の開催
回数を増やし、新たな事業
を組み入れるなど内容の充
実を図りながら、年間計画
に基づき事業を実施した。
◆放課後学習教室を学校と
連携し、宗岡小学校で5月
から実施をした。

♦放課後子ども教室の開催回
数をさらに増やすとともに、
内容の充実を図りながら実施
した。
♦放課後学習教室は宗岡小学
校に加え、志木第四小学校で
も新規に開校。さらに、開催
回数を月２回から毎週月曜日
に開催することで、開催回数
も拡大した。

♦放課後子ども教室について
は、宗岡小学校で平日開催を
するなど、内容を充実させ実
施した。
♦放課後学習教室について
は、新たに志木小学校・宗岡
第二小学校でも開校し、事業
の拡大を図った。次年度以
降、更なる拡大を予定してい
る。

年度ごとの取組内容達成状況 順調／達成

◇放課後や週末等に子
どもたちの活動拠点
（居場所）を設け、学
習、体験、交流、遊び
などの活動を定期的に
提供し、地域の方々の
参画を得て、子どもた
ちが地域社会の中で、
心豊かで健やかに育ま
れる環境づくりを推進
する。また、放課後学
習教室は、子どもたち
の学習意欲を高め、学
習習慣を身に付けるこ
とで、将来を生きる力
となる基礎学力の向上
を図ることができる。

④放課後子ども教
室の拡大、放課後
学習教室の実施

取組内容
◆現在の放課後子ども
教室の検証、拡大の検
討
◆放課後学習教室実施
に向けた検討

◆検証をもとに、放課
後こども教室拡大事業
を実施
◆放課後学習教室のモ
デル事業を実施

♦放課後子ども教室拡
大
♦放課後学習教室の実
施・拡大

取組実績

◆放課後子ども教室は、検
証した結果、内容の充実や
回数を増やすこととした。
◆放課後学習教室について
は、委託団体、学校などと
検討し、モデル事業の実施
に向け計画を立てた。

取組実績

◆文化体験道場を開設する
にあたって、文化協会の該
当する部門に指導を依頼す
るとともに、説明会や会議
を開催し、開催日程や会場
などの詳細を決定した。そ
の概要にもとづき予算計上
を行った。

伝
統
文
化
の
継
承

子どものころから
芸能文化、地域文
化に触れることが
できる「文化体験
道場」を開設しま
す。

検討・準備⇒ 実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

◆子どもたちが伝統芸能に
触れることのできる文化体
験道場を開設した。邦舞
踊、三味線、民謡、詩吟、
太鼓、筝曲、茶道、華道の
８種目を開講し、市内小・
中学生１２７名の参加が
あった。

◆子どもたちが伝統芸
能に触れることのでき
る文化体験道場を昨年
と同じ８種目で開設
し、市内小・中学生１
３０名の参加があっ
た。

◆子どもたちが伝統芸
能に触れることのでき
る文化体験道場に、新
たに剣舞が加わり９種
目を開設し、市内小・
中学生１６０名の参加
があった。

年度ごとの取組内容達成状況

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 取組における効果

順調／達成

◇子どもたちが伝統芸
能、文化の体験を通じ
て、日本の伝統文化を
継承していく道筋がで
きる。

◇伝統芸能が活性化さ
れる。

◇地域の指導者とふれ
あうことで、地域教育
の推進につながるとと
もに子どもたちの居場
所づくりを提供でき
る。

◇市民文化祭や芸能祭
に参加する子どもが増
加し、文化祭などの事
業にも活気がでる。

　伝統芸能、文化
離れが進む中、子
どものころから地
域の中で、芸能文
化に触れることが
できる環境をつく
り、志木市の子ど
もたちが、日本の
伝統文化を継承し
ていく事を目的と
して実施する。

取組内容 ◆事業実施の概要検討
◆事業の詳細決定、準
備

◆事業準備
◆参加者募集
◆体験道場実施



2年以内 工程 子どもの未来に

平成２７年度 平成２８年度 取組における効果 達成状況

子
ど
も
の
未
来
に

小中学生に最先端
科学を紹介する
「（仮称）子ど
も・サイエンス・
カフェ in 志木」
を開催します。

検討・準備⇒ 実施⇒ 実施⇒ 実施⇒

取組事項 取組概要 目標 年　度 平成２５年度 平成２６年度

№ ３５ 担当課 学校教育課

◆市内の小中学生を対象と
して、学校休業日に、気軽
に科学の不思議にふれても
らい、実験をしながら、楽
しい科学の世界に興味を
持ってもらうことを目的
に、サイエンス・カフェを
年に２回実施し、理科の楽
しさを広めた。

◆市内在住の小学生を対象にサ
イエンス・カフェを年に２回実
施し、ともに定員を大きく上回
る応募があり、多くの児童に理
科の楽しさを広めることができ
た。特に２回目は、JAXA宇宙
教育センターコズミックカレッ
ジから講師を招き、子どもたち
は宇宙の不思議に触れる貴重な
体験をすることができた。

◆市内在住の小学生を
対象にサイエンス・カ
フェを年に２回実施
し、多くの児童に理科
の楽しさを広めること
ができた。

年度ごとの取組内容達成状況 順調 順調／達成

◇イベント型で子
どもサイエンス教
室を実施し、最先
端科学に対する興
味関心を起こさせ
る。さらにこれを
発展させ、理科好
きな児童生徒が増
える。

　長期休業中に小
中学生を対象とし
た科学教室を開催
し、理科に関する
関心を高める。

取組内容 ◆事業計画の立案
◆次年度計画

◆モデル事業として実
施
◆次年度の方向性につ
いて検討

取組実績

◆サイエンス・カフェ
の実施に向けて具体的
な事業内容を検討する
とともに、次年度の予
算に計上した。
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